
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

1801

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

世界的に優れた人材を
科学技術分野で育成す
るためには、博士課程
教育の充実が重要であ
る。このためには、国際
的にも認められた大学
の大学院での教育が重
要であり、日本の人材
育成、競争力向上に必
須であるので、ぜひ推
進すべきである。

日本が先進諸国との競
争で必要な科学技術を
発展させるためには、
国際的にもアクティビテ
ィーの高い大学院での
研究とそこでの若手研
究者教育の一層の加速
が必須である。

1802

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24015
観測・予測研
究領域

このまま
推進す
べき

すぐにでも始めるべきで
ある。

見通しが立っている。実
際に災害が発生した場
合の影響が深刻であ
る。という状況で何もし
ないのはありえない。

1803

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発

このまま
推進す
べき

CREST、さきがけ、
ERATO研究により、優
れた研究を重点的に支
援し、これを発展させる
ことは、今後の日本の
医学・生命科学の発展
と、その成果の社会還
元の遂行に際して、非
常に重要な課題であ
り、是非ともこれを推進
する必要がある。

優れた若手研究者への
研究支援が日本でも、
やっと定着して来たが、
今後ともこれをさらに推
進して、科学立国・日本
を従来以上に推進する
ことは、国民および国に
とって大きな利益をもた
らすと期待できる。

1804

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24005

橋渡し研究
加速ネットワ
ークプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国民のニーズが高いの
は否めない。病の克服
や元気に暮らせる社会
実現に対して、保有す
る臨床研究や大きな進
展をもたらす可能性の
ある基礎研究成果を、
臨床への橋渡し研究に
対する支援体制の基盤
不十分で遅れをとるべ
きではない。 
本事業は、日本だけで
はなく、世界へ「新成長
戦略」に掲げる重要な
施策と考える。

我が国は世界に先駆け
て、予測される「がんや
脳梗塞などの加齢に関
連した疾病の増加」の
克服に向けて、革新的
な開発を早急にするこ
とが求められていること
は言うまでもなく、優れ
た生命科学の成果を活
用し、新しい治療法や
医薬品・医療機器が社
会に還元されるために
も、この橋渡し研究の推
進が必要不可欠である
から。

1805

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の自由な発想に
基づく助成金であり、あ
らゆる研究の基礎とし
て非常に重要な施策で
ある。

自由な発想がなけれ
ば、科学が進展するは
ずがない。
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等）

1806

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

 大学に身を置く者とし
て、自己主張が弱く、個
性が見えにくい若者が
多い中、少人数ではあ
るが、将来、社会で活
躍できる科学者になり
たいと熱く語る学生に出
会えることがある。文部
科学省の理数学生応援
プロジェクトという学部
生に特化した取組は、
こうした積極的な少人
数の優秀な学生に対
し、手厚く人的物的サポ
ートができるものであ
り、何より学生たちが非
常に真面目にかつ意欲
的に勉強を重ね、次の
ステップに進んでいって
いる。ぜひこれを「理数
学生育成プログラム」に
つなげて、さらなる成果
をあげていきたく思う。

 優秀な学部生は、たと
えば、興味がある事象
に出会ったりすると、自
発的に研究、実験を始
めてしまうが、何分、知
識、技術が一流の研究
者と比較すると若干不
足しているので、要所要
所において、教員、TA
からの的確なアドバイス
や研究費の助成が必須
不可欠なものとなってい
た。 
 運営交付金が減り続
ける中、文科省からの
外部資金サポートは貴
重な財源である。学部
生がしっかりと基礎学
力を身につけ、逞しく社
会に飛び出していくまで
サポートをしていただけ
ると非常にありがたく思
う。教育は成果がでるま
で、長年に渡る現場の
地道な努力が必要では
あるが、やり方を間違え
なければ、確実に成果
がでるものである。

1807

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、我が国の科学
技術推進の根幹となる
極めて厳選された大学
院博士課程の学生に対
し、RA等の金銭的補助
などを提供することによ
り、学生が教育・研究に
専念できる体制を構築
するもので、極めて画
期的かつ重要なもので
ある。現在実施中のプ
ログラムにより、順調に
多数の博士課程学生が
育成されており、これを
継続して実施すること
は我が国の科学技術を
世界の最高水準とし、
世界をリードするために
絶対に必要である。

我が国の活力を維持・
発展させるためには、
特に理工系大学院博士
課程における教育・研
究を充実させ、科学技
術を振興することが重
要である。博士課程学
生が後顧の憂いなく教
育・研究に専念すること
ができるRA制度によ
り、GCOE事業のもとで
多数の大学院学生を育
ててきており、この学生
が若手研究者として今
後の我が国科学技術の
発展を支えることにな
る。今後、我が国の科
学技術レベルを維持す
るためには若手研究者
の育成が重要である。

1808

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24101
21世紀気候
変動予測革
新プログラム

このまま
推進す
べき

他国と協調して、より積
極的に研究を進めてい
くべきである。

資源の少ない日本にと
って、気候問題の解明
や対策で先導にたっ
て、国の価値を高める
努力をすべきだと思う。
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等）

1809

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

優れた博士課程学生や
学位取得直後の若手研
究者をエンカレッジする
ためには、本事業は必
須であるので、かならず
推進するべきである。

若手研究者の新しい発
想による研究の推進に
必要なだけでなく、博士
課程進学を希望する学
生への重要なモチベー
ションとなっている。この
事業が廃止されると、
博士課程をあきらめる
学生が増え、日本の科
学技術のシンポに悪影
響となり、また、大学院
博士課程が維持できな
くなる可能性すら考えら
れる。

1810

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

推進、さらに拡充すべき
である。また、文部科学
省所管の他の事業にお
いても、若手研究者に
仕事に見合った対価が
出るよう注意すべきで
ある。

将来への不安から大学
院に進学しても研究を
諦め就職する同級生が
多い。また、本当に研究
の中心となっていく人物
は支援の少ない日本を
飛び出してしまう。日本
と違って海外では設備
よりも人に予算を割くと
聞く。人材流出をふせぐ
ためにも、予算確保が
必要である。

1811
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

本プログラムは豊橋技
術科学大学と静岡大学
とを柱にして、両大学や
地域間そして分野間の
連携を強く意識したもの
である。オプト連携、医
工連携、農商工連携を
中心として展開し、東三
河から遠州地域の特性
をよく生かして提案され
たものであり、このまま
推進すべきである。

今まで大学がその閉鎖
性により社会に対して
各大学で小規模に進め
てきた社会貢献が、こ
のような連携プログラム
により関連地域の特性
を取り入れた幅広い展
開が可能になりつつあ
り、また大学の教職員
の意識改革に対しても
よりよい効果を生み出し
つつある。

1812

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大学における研究の最
も重要な基盤であり、日
本の科学技術をささえ、
先進諸国との競争に勝
つためにも国際水準の
支援が必要であるの
で、特に推進が必要で
ある。

基礎から応用まで、幅
広く科学技術のささえ
る、大学における研究
は科研費によって成り
立っている。過度に集
中することなく、多種類
の研究を支援するため
にも、他の選択と集中
型の支援とは異なる支
援が必要である。安易
な節減を行えば、直ち
に研究水準が遅れるだ
けでなく、１０年、２０年
の将来が失われてしま
う。 日本が先進諸国と
して数えられ続けるた
めには、このような地道
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な支援が重要である。

1813

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

高度化されたBファクト
リーや大強度陽子加速
器における実験のよう
に、我が国における高
エネルギー物理学実験
を計画通り推進し、
CERN等に遅れをとらず
に新しい物理法則の探
求をすることによって、
我が国の基礎科学資
産・対外技術力・および
高等教育等に貢献がな
されることを期待する。

2008年のノーベル物理
学賞に代表されるよう
に、我が国の素粒子理
論研究のレベルは非常
に高い。そしてそれを検
証する高エネルギー物
理学実験のレベルも極
めて高等である。高エ
ネルギー物理学実験の
一層の推進は、新しい
物理に迫ることによる基
礎科学資産の増強のみ
ならず、実験技術の研
鑽による対外技術力の
向上や大学院等の高等
教育機関への具体的な
教材提供といった様々
な効果があり、不況下
の我が国にあっても、な
お国費を投入して推進
するに適する費用対効
果が見込めると考える。

1814

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ

このまま
推進す
べき

ＧＣＯＥプログラムは、
我国の研究開発力の維
持および強化のため
に、必要不可欠である
ため、是非とも実施され
るべきである。

世界との競争に打ち勝
つ研究を進めるために
は、次世代を担う若手
研究者を育成する環境
整備は欠かせない。ＧＣ
ＯＥプログラムは、次世
代研究者を育成する環
境整備に最も適した施
策である。以上の理由
から、この施策は、我国
の科学技術政策にとっ
て必要不可欠であると
判断されるため。

1815

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

光科学技術及び量子ビ
ーム技術は、重点科学
技術分野を先導する重
要な分野であり、イノベ
ーション創出に不可欠
なキーテクノロジーであ
る。この技術を発展させ
るためには、汎用性・革
新性と応用性が広く世
界をリードする次世代
光源・ビーム源および
加速空洞や計測法、ビ
ーム制御技術等を開発
する必要がある。また、
このような最先端の研
究開発に若手研究者が
参加できるということ
は、次世代の光・量子
科学技術を担う若手人
材の育成にとって重要

本施策にあたっては、
使用が想定されるL-
band超伝導加速空洞お
よび意見に記載されて
いる開発項目は、それ
ぞれの研究者自身が項
目ごとに設計・実験・評
価・改良などを実際に
行っている。今後は、そ
れらのコンポーネントを
評価してきた研究者ら
が議論しながらビーム
ラインを一から作り上
げ、さらにビーム制御を
行い、光を出すといった
作業が待っている。この
ような機会は今の若手
研究者にとって非常に
貴重なものであり、ま
た、大きな経験と自信を
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であるため、推進すべ
き施策であると考える。

持つことに繋がると考え
る。

1816

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

もっと人員を増やし、日
本の地球環境研究の中
心として機能するように
するべきである。

世界と肩を並べる研究
機関を日本が維持しな
ければ、やがては中国
や韓国にすべての中心
が移る可能性があり、
人材流出がはじまり、
環境政策の主導権も同
時に移る可能性があ
る。

1817

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24003

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「海洋資
源・エネルギ
ーの探査・活
用技術の研
究開発」

このまま
推進す
べき

海洋資源は、我が国に
とって非常に有望な資
源である。

海洋資源は、今後重要
になると考えられ、その
効率的採取技術を持つ
かどうかは、世界をリー
ドできるがどうかを決め
ると思われる。

1818

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
我国の研究開発力の維
持および強化のため
に、必要不可欠である
ため、是非とも実施され
るべきである。

世界との競争に打ち勝
つ研究を進めるために
は、研究者独自の視点
と考えに基づく自由な
研究の中から生み出さ
れる卓越したアイデア
が必要不可欠である。
科学研究費補助金は、
研究者の自由な発想に
基づく研究を保障する
最重要施策である。以
上の理由から、この施
策は、我国の科学技術
政策にとって必要不可
欠であると判断されるた
め。

1819

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業 （CREST、
さきがけ、
ERATO）

このまま
推進す
べき

日本の戦略目標に沿っ
た選択と集中型の支援
であり、最先端の重要
な科学技術基盤を集中
的にリードしている。現
在、将来における科学
技術的な問題解決、新
産業のシーズを育てる
重要な施策であり、ぜ
ひ推進すべきである。

今日、日本が抱えてい
る問題、将来必ず達成
しなければ行けない特
定の科学技術を立ち上
げ育成するためには、
その問題に特化した支
援が重要である。これ
は科研費に代表され
る、広い支援とは別に
行われるべきで、さらに
手厚い支援となるべき
である。特に政府による
戦略目標に沿っており、
将来的な成果が最も見
込まれる領域であるの
で、重要である。

1820
大学・
公的
研究
機関 50～

文部
科学

24004
次世代がん
研究戦略推

このまま
推進す

がんは、国民の死亡原
因第一位であり、機序
解明と臨床応用はもっ

がん化学療法は臨床に
おいて顕著な効果を上
げているが、一方、薬物
療法による副作用と克
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（独
法・公
設試
等）

59歳 省 進プロジェク
ト

べき とも優先して取組むべ
き施策と考える。

服すべき課題も多い。
よって、副作用の少な
い薬品開発が必要不可
欠と考える。

1821

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

タンパク質立体構造の
解析は遺伝子情報と同
様に医学・生物学にお
ける最も基本的かつ基
盤的な情報であるた
め、強く推進すべきであ
る。技術的に大きな進
歩があるとはいえ、長
期的継続的な支援が依
然必要である。

遺伝子の解析とは異な
り、タンパク質の解析は
個々の分子性質が大き
く異なるため、遙かに難
しいため、長期的・継続
的な支援が必要。この
プロジェクトは日本が先
行していたが、重要性
に気づいた欧米が同様
なプロジェクトを立ち上
げ始めた。ここで支援を
打ち切れば、ゲノムプロ
ジェクトの二の舞になり
かねない。

1822

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は日
本の知的創造活動の源
泉であり、是非このまま
推進すべきである。

科学研究費補助金は研
究者の自由な発想によ
って研究課題を選ぶこ
とができる数少ない研
究費補助金である。こ
のような自由な発想を
ベースにした研究によっ
てのみ、真に革新的な
研究や研究の芽が期待
できるということは、長
い歴史が示している。

1823

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

最先端研究開発戦略的
強化費補助金は、我国
の研究開発力の維持お
よび強化のために、必
要不可欠であるため、
是非とも実施されるべき
である。

グローバルな競争に打
ち勝つ卓越した研究推
進のためには、世界最
新鋭研究設備の開発・
設計・整備を早急に行う
とともに、これらが可能
な環境を整えることが
至上命題である。最先
端研究開発戦略的強化
費補助金は、これらを
重点的に推進する施策
であり、我国の科学技
術政策の柱ともなりうる
ものであるため。

1824
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は『困難ではある
が重要なタンパク質の
研究』に焦点を絞って推
進されている。これまで
に本プログラムから多く
の研究成果が新聞など
で報道されている。この
ようなプログラムは欧米
でも推進されており、ア
メリカでもより強化され
たプログラムが始まると

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより全く
予想のできなかった応
用の可能性が発見され
た例はたくさんある。「タ
ーゲットタンパク質研究
プログラム」で、最近チ
トクロム酸化酵素の高
分解能解析により細菌
と哺乳動物の重要な構
造的相違点が発見さ
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設試
等）

されているため、欧米に
遅れをとらないために
は本研究はより推進さ
れるべきである。平成
23年度は最終年度であ
るため、より重点的に予
算の配分は行われるべ
きである。

れ、それから創薬の可
能性が生まれている。
このように、本プログラ
ムは学術的進歩に大き
く貢献するだけでなく、
社会や新規な応用への
貢献も多いに期待でき
る。

1825

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

最先端研究開発戦略的
強化費補助金は、我国
の研究開発力の維持お
よび強化のために、必
要不可欠であるため、
是非とも実施されるべき
である。

グローバルな競争に打
ち勝つ卓越した研究推
進のためには、世界最
新鋭研究設備の開発・
設計・整備を早急に行う
とともに、これらが可能
な環境を整えることが
至上命題である。最先
端研究開発戦略的強化
費補助金は、これらを
重点的に推進する施策
であり、我国の科学技
術政策の柱ともなりうる
ものであるため。

1826

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発

このまま
推進す
べき

・本事業は、地域が直
面する技術課題を解決
するための仕組みとな
っており、地域の発想で
実用化に至る研究を提
案することが出来る、出
口志向の研究事業とし
て高く評価できる。 
・また、本事業の基本的
な枠組みとなっている
産学官連携による研究
開発は、成果に至るス
ピードを早め、農業や消
費の現場ニーズにタイ
ムリーに適応できるもの
になっていることも評価
できる。 
・地域・地方における1
次産業に対する研究資
金は、現象の一途をた
どる中、極めて重要な
事業事業であり、地域
重視の事業として高く評
価できる。

・1次産業における研究
開発の重要性を十分認
識した社会になっている
とは言えないが、研究
開発によって地域農業
を変革する、知識と技
術を創造して地域農業
の活性化につなげるこ
とは極めて重要になっ
ている。 
・各種の政策が実施さ
れているが、手段を明
確にして目標を策定し
ているものが少ないよう
に思われるが、開発さ
れた技術は今後の政策
実行における大きな手
段にもなる。 

1827

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24015
観測・予測研
究領域

このまま
推進す
べき

自然災害の減災には、
その予測が重要とな
る。そのための研究は
継続的に行われるべき
である。

自然現象の予測は非常
に時間がかかる。短期
間で結果がでるもので
はない。継続的に研究
を行うことが重要であ
る。

政策上都合の良い時だ
け人文社会科学を算入 能力を正しく評価するな
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1828

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

してはならない。女性研
究者枠を追加するのは
是であるが、既存の枠
を女性専用とすることは
誤りである。子育ては夫
婦の問題であるから女
性側ばかりへの配慮は
必ずしも必要ではない
が、出産に関しては科
研費関連の年齢制限な
どでその期間を除外し
て計算するなどの配慮
があってもよかろう。

らば男女の別は無意味
であり、一方を優遇する
ことは全体としての不利
益である。女性枠は出
産を経た女性によって
適切に利用されてはい
ない。女性の評価に下
駄をはかせるのではな
く、出産や子育ての時
間を評価期間や年齢制
限に算入しない制度上
の改正が求められる。

1829

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

無駄な予算執行をしな
いように改善すべきで
あるが、積極的に研究
を実施できるようにすべ
きである。

プロジェクト研究が多い
中で、基礎から萌芽的
な研究など、様々な可
能性を持った研究を積
極的に推進することが
科学の進展につなが
る。また、研究内容によ
っては短期的な大きな
成果が望めないが、将
来的に大きな意味のあ
る研究内容もあるので、
そのような研究の推進
には必要だと思う。

1830

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

日本の科学技術を支え
る人材の育成は、国立
大学法人がその多くを
担っており、その施設の
安全性、効率性を常に
改善することが重要で
あるため、引き続き支
援すべきである。

近年、国立大学の安全
性改善には配慮されて
いるが、最先端の科学
技術研究を行っている
施設としては、安全性、
効率性に見劣りのする
状態がまだ残っている。
これらの改善を行うた
めには、施設面での支
援がどうしても必要であ
る。引き続き、耐震工
事、環境対策、狭隘な
研究施設の解決をおこ
なうべきある。そこから
得られる科学技術的な
成果も上がると考えら
れる。

1831 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

 究極のエネルギーと
言われる核融合エネル
ギーの実現に向けた研
究開発は、将来的なエ
ネルギー源の確保のた
めに、資源の少ない我
が国には必須のものと
考える。加えて、その研
究開発を世界の主要国
と共同で実施すること

 持続可能な社会に必
要なエネルギー源の確
保は、世界的な課題で
ある。そのための有力
なエネルギー源となりう
る核融合エネルギーの
研究開発を、日本が主
導しつつ、世界の主要
国と共同で実施するこ
とは、憲法前文の「国際
的社会において、名誉
ある地位を占め・・・、自
国のことのみに専念し
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等） は、我が国の研究開発
のプレゼンスを世界に
示す絶好の機会であ
る。

て他国を無視してはな
らない。」との宣誓に合
致するものである。従っ
て、国家の名誉にか
け、全力をあげて、事業
を推進するべきと考え
る。

1832

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

強力に推進していくべき
課題と考える。

計測技術、特に細胞内
の分子動態を１分子レ
ベルで計測する技術
は、日本で生まれ、日
本が最も得意とする技
術であり、非常にユニー
クな成果が見込まれる
ため。

1833

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

現政府・与党は自らの
選挙公約「政策集
INDEX2009」の拘束力
のために、少なくとも運
営費交付金を年1%削減
が始められた法人化時
の金額に復旧させる義
務を国民に対して負っ
ている。

民主党は政権を獲得し
た第45回総選挙におい
て政策集INDEX2009を
国民に公約した。2009
年7月27日の発表会見
において鳩山代表は
「実現できなかったとき
に責任が生ずる文書
か」との問に対して明確
に責任を認めており、従
って同文書は少なくとも
現在の衆議院議員任期
中は現政府・与党に対
する拘束力を有してい
る。同政策集23頁には
「世界的にも低い高等
教育予算の水準見直し
は不可欠です」「自公政
権が削減し続けてきた
国公立大学法人に対す
る運営費交付金の削減
方針を見直します」と明
記されているのである
から、現政府・与党は国
公立大学運営費交付金
を少なくとも年1%削減が
始められた法人化時の
金額に復旧させる義務
を負っている。逆に現状
から10%削減するが如き
は政府・与党の明確な
公約違反であって間接
民主主義の根幹に反す
る。

大学・

タンパク質の構造に基
づいて機能を理解する
ことは、生命科学を化
学の立場で理解するた

生命活動は、タンパク
質の働きによって可能
になっている。しかし、
それらタンパク質の働き
を我々はまだ真に理解
していない。と言うの
は、タンパク質を構成す
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1834

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

めに必須である。また、
このような理解を図るこ
とにより、それを応用し
て、医学面のみならず、
工学面でも有用な技
術、方法の開発に繋げ
ることができる。是非タ
ーゲットタンパク研究を
推進して欲しい。

るアミノ酸残基の働き
を、実際観測していない
ためである。このような
タンパク質の働きを理
解する研究を活発に推
進するためには、大き
な予算が必須である。し
たがって、ターゲットタン
パク研究プログラムの
ように大型のプログラム
を通じて実行することが
望ましい。

1835

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

人文・社会科学から自
然科学まで、すべての
分野にわたる学術研究
を、より一層、活発且つ
発展させるために推進
するべきと考える。

若手研究者に対するシ
ーズ研究から国際的競
争下にある最先端科学
技術研究にいたるま
で、補助金による、より
一層の研究費助成の充
実が必要であると考え
る。

1836

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

若手研究者育成のため
には、この施策は必要
不可欠である。

日本の科学技術を担う
人材を育成するために
は、博士課程から経済
的支援が必要である。

1837

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

科学・技術立国を目指
す我が国にとっては、科
学・技術の振興に必要
な重要事項の総合的推
進調整を行う本施策は
極めて重要で、今後も
更に発展させる必要が
ある。

科学技術システム改革
に重点を置いて実施さ
れている本施策は、社
会システム改革と研究
開発を一体化させて、よ
り効果的な科学・技術
の振興を目指すため
に、極めて重要である。

1838

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24167 個体ロケット
このまま
推進す
べき

宇宙科学研究の発展は
国の学術水準の向上の
ため必要で有り、この宇
宙科学推進に不可欠な
利便性の高い個体ロケ
ットを持つということは、
これに大きく資するもの
である。プロジェクトの
早急で確実な推進を求
めます。

宇宙科学研究の発展は
国の学術水準の向上の
ため必要で有り、この宇
宙科学推進に不可欠な
利便性の高い個体ロケ
ットを持つということは、
これに大きく資するもの
である。

生命科学研究の成果が
もたらす技術革新及び

今後、先進国において
は人口がますます増加
し、加えて、高齢者の占
める割合が大きくなるこ
とが確実である。 
それゆえ、これまで以
上に革新的な薬の供給
による患者のQOLの維
持・改善が重要な問題
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1839

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

知的財産権は、天然資
源の乏しい我が国が、
国際的な存在感を維持
していくために重要であ
ると考えられる。 
 
ただしこの研究分野は
競争が非常に激しく、国
際的な競争を勝ち抜く
ためには、国の積極的
な支援が望まれる。 
 
本施策も日本の生命科
学研究に大きく貢献す
ることが期待されるもの
であり、今後も積極的に
継続されるべきであると
考える。

になることが想定され
る。 
本施策、中でも「ターゲ
ットタンパクプログラム」
はタンパク質の試料を
つくる「生産」，タンパク
質の立体構造を明らか
にする「解析」，タンパク
質の機能を操る「制御」
といった一連のタンパク
質の構造・機能解析に
必要な拠点整備を行っ
ている。 
 
これらの拠点整備は将
来の画期的新薬の創出
に大きく寄与することが
期待されるものであり、
それゆえに本施策は積
極的に推進すべきであ
ると考える。 
 
ちなみに「完結」ではな
く「簡潔」ではないです
か？

1840

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

ゲノム醫學が重要で、
将来の日本の科学の根
幹をなすものと期待して
います

ゲノム醫學が重要で、
将来の日本の科学の根
幹をなすものと期待して
います

1841

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学の施設は、私
大や他国の大学と比べ
て老朽化が著しい。特
に耐震化は緊急を要す
る。

我が国の人材力を強化
し、技術力を発揮してい
くためには、国立大学
等の教育研究環境の整
備・充実が不可欠であ
る。

1842

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

博士後期課程向けの講
義を開講せよ。研究の
合間に自由に聴講でき
るシステムが望ましい。
研究科の枠を超えて幅
広い教養を身に着ける
機会を与えるべきであ
る。生活費受給者の選
定に大学ごとの枠を設
定してはならない。教育
者として不適切な大学
教員を公的研究機関へ
異動する施策をすべき
である。

研究至上主義で教育を
疎かにする大学教員ば
かりの現状でこの施策
が成功するはずがな
い。研究者は研究機関
へ、教育者は教養課程
へ割り振り、研究者にし
て教育者である者にこ
そ研究室を主宰させて
博士課程の教育を担当
させるべきである。

大学・
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1843

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者が課題を提案
し、厳しい審査を経て交
付される科学研究費補
助金事業は、強く推進し
ていくべき。

ボトムアップ型の科学
研費補究助金は、基礎
研究の根幹である。次
世代の科学・技術の種
は予測不能であり、プロ
ジェクト的な研究からは
生じない。

1844

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27142

環境適応型
小型航空機
用エンジン研
究開発

このまま
推進す
べき

新機種の需要が見込ま
れる小型クラスのエンジ
ン開発において、高圧
系の要素技術とエンジ
ン全体を纏める技術を
獲得する研究開発を国
の支援により着実に推
進することが、戦略的に
重要と考える。これらの
技術を試験設備やデモ
エンジン開発を通じた
実証を行うことにより、
我が国の環境適応技術
の競争力を世界に示せ
ば、今後の国際共同開
発に我が国が主体的な
立場で参画することが
可能になり、産業規模
の拡大や新たな雇用創
出が見込まれる。中国
やロシアも参入を計画
しており、研究開発の足
を止めてはならない。

航空エンジンは軽量高
出力という特性から極
めて高度な技術を必要
とするが、我が国のメー
カも技術競争力を徐々
に向上させ、国際共同
開発でのシェアも増大し
つつある。しかし欧米の
主要メーカは、過去の
国家プロジェクトで培っ
た技術を基に、エンジン
開発の戦略上重要な高
圧系を担当部位として
押さえ、様々な開発計
画の主導権を握ってい
る。小型クラスのエンジ
ンならＪＡＸＡ等の設備
の活用により効率的に
技術実証が可能であ
る。

1845

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者が課題を提案
し、厳しい審査を経て交
付される科学研究費補
助金事業は、強く推進し
ていくべき。

ボトムアップ型の科学
研費補究助金は、基礎
研究の根幹である。次
世代の科学・技術の種
は予測不能であり、プロ
ジェクト的な研究からは
生じない。

1846

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

より力を入れて推進す
べきであり、また、推進
するうえで実施体制も
成果主義にならないよ
うに注意して、広く研究
環境を整備すべき。

基礎研究から応用にい
たるまで一貫した研究
レベルの維持すること
が、国際的な競争にお
いて優位に立つために
は重要であるから。 

大学・
公的
研究 農林 イノベーショ 改善・見

・農林水産省は、ある程
度出口（志向）型研究開
発を分担すべきと思わ
れる。研究を、基礎、応
用、実用化と区分した
場合、応用研究、リスク
の大きい実用化研究な
どを対象に内容を組み
替えるべきと考える。 
・事業の目標にある開

・基礎研究は文部科学
省にまかせるべきであ
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1847

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

水産
省

26107

ン創出基礎
的研究推進
事業

直しをし
た上で推
進すべき

発された技術シーズの
実用化、事業の内容に
ある発展型に集中して
制度を再構築された
い。 
・1次産業における、応
用研究、リスクの大きい
実用化研究の制度は極
めて少なく、必要性の高
い分野で予算の確保が
必要である。

り、応用から実用化に
選択と集中すべきと考
える。

1848

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は「困難ではある
が重要なタンパク質の
研究」に焦点を絞って推
進されており、今までに
新聞に報道されるような
成果がいくつも発表さ
れている。一方地味で
はあるが、国際的に注
目され、その分野を学
術的に先導するような
成果も続々と報告され
ている。更なる成果を上
げるために、最終年度
である23年度は特に重
点的な予算配分が必要
である。本年度より減額
された23年度予算要求
額がさらに減額されるこ
とは絶対にあってはな
らない。

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、全
く予想のできなかった応
用の可能性が発見され
た例は無数にある。「タ
ーゲットタンパク質研究
プログラム」で、最近、
チトクロム酸化酵素の
高分解能解析によって
細菌と哺乳動物に重要
な構造的相違点が発見
され、それから、創薬の
可能性が生まれている
ことも好例である。この
ように、本プログラムは
学術的進歩に大きく貢
献するだけではなく革
新的に新規な応用への
貢献も期待できる。

1849

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

この事業は、地域のシ
ーズを基にクラスターを
創出し、その結果産業
育成に役立てるという
事業である。Ｈ２３年度
予算額は、Ｈ２１年度の
12,065から9,359へと大
幅に減っている。優先
的に実施すべきであり、
予算も増額すべきであ
る。 

地域の実情、地域のシ
ーズを基にしたクラスタ
ーが形成され、その結
果、人もの金が集まり、
産業の育成が期待でき
る。国外で真似されない
（もちろん日本国内で
も）クラスター形成が予
想できる。グローバル化
の中で日本経済が発展
していくためには、地域
に密着した、真似されな
い、オンリーワンの地域
クラスターを国内に多く
形成していくことが重要
だと思われる。

1850

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24158 活断層調査
このまま
推進す
べき

地震防災、減災のため
に、断層調査は基本的
な情報をもたらすもので
ある。地道に調査するこ
とこそ重要である。

活断層がどこにある
か、どのような性質をも
つかという情報は、地震
防災の基本情報として
必要不可欠である。
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等）

1851

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

支援人数の拡充だけで
なく、財政的支援の仕
組みの改善が必要。
（１）謝礼：大学やそれに
相当する高等教育機関
だけでなく、専門学校に
ついても謝礼を認めて
もらいたい。（２）研究資
金：奨励費の増額だけ
でなく、民間等の助成
金の継続や新規申請も
認めてもらいたい。

（１）謝礼：大学やそれに
相当する高等教育機関
において、非常勤講師
を得て教育に携わる機
会は限られている。TA
だけでなく、専門学校で
の非常勤講師も認める
ことで、教育能力の向
上と財政的支援に繋が
る。（２）研究資金：民間
等の助成金が奨励費よ
り充実している場合が
あるが、特別研究員の
規定が研究資金獲得の
制限となっている側面
がある。

1852
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

本技術は、大学のみで
は、実用化は無理であ
り、欧米、アジアに対し
て先行すべき技術であ
るため、国ＰＪ例えばＮ
ＥＤＯ－ＰＪとして推進し
たほうがよい

ＰＥ基盤技術の高信頼
性ならびに耐久性を念
頭に、量産化に向けた 
技術開発を優先すべ
き。 
なお時間軸的にもこの
関連技術は、欧米、ア
ジアに負けてはいけな
い技術であるため。 

1853

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

小職が東海ｉＮＥＴで、農
商工連携の担当として
携わって以来１ヵ年経
過し、今まで、本学とし
て連携できなかった静
岡東部の静岡県立大学
と豊橋市の食品企業と
の連携活動、また、光
産業創生大学院大学と
豊橋市園芸栽培企業と
の新連携の基盤ができ
ました。 
市場ニーズは、活動す
る事によって抽出する
事ができ、今まであきら
めていた問題解決が大
学の知見を利用するこ
とによって実現する社
会貢献が目指せる潜在
的な市場があると考え
ます。

上記の例で挙げた、食
品産業企業と東海ｉＮＥ
Ｔ連携大学に関しては、
技術特許である「米ペ
ースト」を使ったウェハ
ースの試作、また、胡蝶
蘭の栽培企業の冬季落
花改善梱包技術など今
後実現可能な事例が出
てきている。 
また、植物工場におけ
る環境管理の中で本学
の半導体技術を生かし
た応用技術もあり、地
元に貢献できる分野が
多々あるため、大学の
研究者と地元企業を結
ぶコーディネーターの役
割は、今後ますます大
きくなってゆかなければ
ならないと考える。

1854

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

推進す
べきでは
ない

米国主導で進められて
きた国際宇宙ステーショ
ン計画は我が国の宇宙
産業は知らず、科学発
展に好影響を与えてお
らず。直ちに中止すべ
きである。

大きな予算を投じて進
められているＩＳＳにお
ける実験は、科学評価
も十分には行われず、
実験の失敗例について
も、これまでの宇宙科
学の推進により培って
こられた経験に基づく、
十分な、反省や改善策
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が講じられていない。

1855

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー加速器の
高度化計画の遂行を通
じて、究極の物理法則
解明に挑むと同時に、
加速器科学研究の水準
が一段と引き上げられ
ることを期待する。 
非常に高度な目標性能
を実現するためには、
最先端技術開発、ビー
ム物理学の進化と計算
コードの高度化、そして
ハイレベルな人材育成
が伴わなければならな
い。 
このような努力は、幅広
い分野に展開している
様々な加速器計画に貢
献するもので、将来に
向けた投資という性格
を持っている。

素粒子研究加速器計画
（現在、国内ではＢファ
クトリーが代表）は、明
確な目標設定と挑戦的
要求性能そして規模の
大きさ故に、加速器草
創期から現在に至るま
で、多様な分野の加速
器計画の牽引役であっ
た。 
重粒子線がん治療、RI
ビームファクトリー、J-
PARC、SPring-8、X線
自由電子レーザーな
ど、現時点の国内重要
加速器計画の現場で
も、先端技術開発、ビー
ム物理学や計算コード
開発、そして人材育成
などを通じ、かつての素
粒子加速器計画から恩
恵を得ている。

1856
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

 本地域では同事業の
採択を受け、グローバ
ル型1事業と都市エリア
型1事業を実施してい
る。厳しい経済状況が
続くなか、地域科学技
術振興・産学官連携事
業は地域産業の高度
化・活性化を目指す本
地域にとって極めて重
要な事業であり、引き続
き推進していただきた
い。 
 なお、平成22年度の
事業費は、事業仕分け
等の影響を受けて数%
の削減となったが、各
地域で実施している事
業は3年間或いは5年間
の研究計画に対して厳
正な審査を経て採択さ
れたものであることか
ら、これ以上の予算削
減がないよう、配慮いた
だきたい。

 地域における科学技
術振興・産学官連携事
業を促進し、地域産業
を活性化することは、我
が国全体の経済活性
化、国際競争力強化に
つながるものである。 
 特に本地域では同事
業の採択を受け、航空
機用軽量強化部材の加
工技術開発を通じた輸
送用機器の消費エネル
ギー削減を図るプロジェ
クト（グリーン・イノベー
ション）と、早期診断・予
防や安全な治療・高品
質な手術などに寄与す
る高度医療機器を医工
連携、産学官連携によ
り開発するプロジェクト
（ライフ・イノベーション）
を実施しており、政府の
新成長戦略にも合致す
るものである。

1857

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

地球内部がどのように
活動しているかを知るこ
とは、地球の歴史を知
る上で重要であるばか
りでなく、地震や火山噴
火などの予測にも役立
つ。

地震や火山噴火などを
根本的に理解するため
には、地球全体のダイ
ナミクスを考えざるを得
ない。
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1858
その
他

60歳
～

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

軽度の要介護者の人た
ちにとって、行動の自由
度を高めることは誰しも
が求めていることと思い
ます。 
又この研究が進められ
ることにより、社会保障
費の削減の一助にもな
ることでしょう。 
一層の推進を期待しま
す。

昨今一部では、脳の研
究に関してどちらかと言
えば面白おかしくセンセ
ーショナルに報じられる
傾向が有り、私どもにと
りましてはむしろ危険な
認識を抱く部分が有り
ます。 
特に脳の機能に付きま
しては近年その研究が
大変進化したとは言え、
まだまだどちらかと言え
ば神秘的な部分が多い
分野だと感じておりま
す。生理的にもまだまだ
不可解な部分が多い分
野だと思います。 
関係する研究員方の一
層の努力を期待いたし
ます。 
将来必ず人類にとって
大きな福音をもたらす
物と確信いたします。

1859

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

実験申請の6割程度し
か採択されていない現
状に鑑み、増強すべき
である。

年間1500を越える異な
る実験課題をこなし、
4000人を越える利用者
があり、最も成功してい
る共同利用実験施設で
ある。利用要求に答え
るために予算を増やさ
なければいけないはず
が、逆に削減され続け
ており、ユーザーの立
場からみて明らかにサ
ービスが低下し、支障
が出ている。

1860

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24170

Bepi 
Colombo(水
星探査プロジ
ェクト）

このまま
推進す
べき

太陽系の成り立ちを研
究する基礎研究の上
で、このプロジェクトは、
米国や欧州が共通に目
指している水星探査を
担うものである。確実な
推進を希望する。

太陽系の成り立ちを研
究する基礎研究の上
で、このプロジェクトは、
米国や欧州が共通に目
指している水星探査を
担うきわめて重要なも
のである

1861

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

日本の研究レベルの地
盤沈下を防ぐために必
要な施策であり、推進
すべきだと考えます。

少数のポストを巡る競
争が激しい現状におい
て、出産はその競争か
ら落ちこぼれるリスクと
直結しており、実際に身
の回りでも優秀な研究
者が出産を機に研究を
諦めるケースをいくつか
目にしました。研究を志
すつもりだった人間がこ
の現状を見て思いとど
まる、という可能性も考
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えられ、人材の大きな
喪失につながりかねま
せん。

1862

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】

このまま
推進す
べき

産学イノベーション加速
事業【戦略的イノベーシ
ョン創出推進】は大学・
研究所と企業がそれぞ
れの得意分野を分担
し、学際・共同研究によ
り革新的な技術の産業
応用への展開を目指す
ものであり、長期的な研
究開発を推進するため
に極めて重要なプログ
ラムである。このような
プログラムは他に例が
無く、企業が長期的な
研究開発を行なえなく
なっている現状では、２
１世紀に必要とされる革
新技術の実現に極めて
重要なものである。

２１世紀の社会イノベー
ションやライフイノベー
ションを実現するために
は、従来技術の延長で
はない革新的なキーテ
クノロジーの実現が不
可欠である。このために
は基盤技術の確立から
応用システムへの展開
を睨んだ長期にわたる
研究開発が必須のもの
となる。しかしながら、
近年の世界的な企業間
競争に勝ち抜くために、
企業における研究開発
は短・中期的なものに
集中しており、長期にわ
たる研究開発を行なう
余裕がなくなってきてい
る。このため、このよう
な長期的な視野に立っ
た研究開発を推進する
ためには、国による戦
略的なサポートが極め
て重要となっている。

1863

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

日本の女性研究者の数
は、世界的にみて大変
少ない。その理由は、
出産・育児と研究の両
立が困難なことが大き
な理由であると考えら
れる。日本の研究分野
での競争力を高めるに
は、優秀な人材を男女
問わず育成することが
重要であり、女性のハ
ンディキャップを補う制
度が必要である。

企業では、女性が出
産・育児をすることに対
しての環境が整ってい
るところが多いが、大学
などの研究の場では、
出産・育児がマイナスに
とられることが多い。早
急な対応を期待してい
る。

1864
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤 
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

応用分野が広く有望な
事業だとと思うが、同時
に競争の激しい分野で
もあり、ちょっとした出遅
れが致命的になる。急
いで進めたほうがよい。

日本の中小企業が持つ
優れた技術力、創意工
夫を大いに活かせる事
業であり、簡単にはコピ
ーされないメイドインジ
ャパン"を産み出せる可
能性があるので。"

1865

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24165

高度な３Ｓ
「人材・技術」
を活かした日
本発原子力
の世界展開

このまま
推進す
べき

地下研究施設を活用し
た安全確保技術の実証
が、処分事業の円滑な
推進と適切な安全規制
の策定において不可欠
でありこのまま推進す
べき。

持続可能なエネルギー
利用の柱となる原子力
発電計画を進める上で
地層処分の円滑な推進
が鍵を握るため。
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1866

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

このまま継続して事業
の推進を希望します。

農林水産業は国家の基
本であり、技術開発は
必要不可欠であると考
えます。

1867

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

研究に秀でた人材を確
保し日本の科学技術レ
ベルを維持するために
全力で推進すべき施策
だと考えます。

研究は一人の英雄だけ
で成し遂げられるもので
はなく、多様な個性を持
つ研究者が色々な角度
から課題を検討して互
いに議論することで大き
く発展すると考えられま
す。従って、意欲的な人
材の個性を重んじつつ
育成する必要がありま
す。既に地位を確立し
た一部の研究者に資金
を集中させれば短期的
には大きな成果が得ら
れるかもしれませんが、
長い目で見てそのよう
な人材の多様性がこの
国から失われるのでは
ないかと危惧します。

1868

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24154
研究者の養
成

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

若手研究者を育成する
よい制度と思われる。 
海外にいくのは、若い
ほうがいいので、 
もっと博士課程の大学
院生を対象とした 
3年程度の奨学金のよ
うな 
制度にはできないだろう
か。 

8年前に海外特別研究
員の制度を利用して2年
間留学したが、 
非常に有意義だった。 
海外の人脈作りに非常
に効果的だったと思う。
今後もこの制度を続け
ていただきたい。

1869

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

今後、支援規模（支援
数）の拡大が必要。

このプログラムにより、
研究者のみならず企業
等で活躍できる優れた
人材を養成できる大学
院博士課程が増えれ
ば、優れた学生が博士
課程に進学し、大学院
の教育が活性化され、
更に優れた人材養成が
期待できるため。

 日本の将来の為にも

我が国には資源が無
い。その中で将来も豊
かな生活を送る為に
は、他国に勝てる産業
を育成しなければなら
ない。もはや体を動か
す産業や小手先だけで
は中国など低賃金国に
はかなわない。むしろ、
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1870

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・ 
インフラ
（HPCI）の構
築

このまま
推進す
べき

この事業は優先的に行
うべきだ。 
 これからは高性能コン
ピュータも売ってかつ、
それを使って知的財産
を築く時代が来る。今
は、その基盤となる基
礎的研究や、基礎産
業、人材を育成し、将
来、その産業分野で日
本が世界的なリーダー
シップを取ってゆける様
な方策を行う必要があ
る。その分野とは計算
機科学だけでない。医
療や創薬もそれに含ま
れる。

知的資産やそれを活用
した特殊な工業、テクノ
ロジー・医療産業で、将
来稼がざるを得なくなる
だろう。また、まもなく、
通常の人間の思考を越
えたところで、各国と争
う事になるはずである。
そこでは必ず、高性能
なコンピュータ（スパコ
ン）が必要となるしそれ
が助けになる。 
これまでの情報教育は
あまりにも小手先的で
ある。みんなゲームに
ばかり走っている様で
は日本の将来はない。
また、現在のスーパー
コンピュータは、昔の様
なベンチマーク計算用
マシンではない。国の
行く先を見据えて、高性
能コンピュータと人材育
成をしっかり行ってゆく
べきである。

1871

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24165

高度な３Ｓ
「人材・技術」
を活かした日
本発原子力
の世界展開

このまま
推進す
べき

日本発原子力の世界展
開如何にかかわらず、
地層処分の基盤となる
研究開発は着実に進め
るべきである。

世界が持続的な発展を
継続していくためには、
地層処分の早期実現が
不可欠である。

1872

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

本施策の恩恵を享受す
る者として，本施策の効
果を感じる．まず金銭面
に関して，RA（リサーチ
アシスタント）として雇用
される恩恵は大きい．
生活面で優遇され，日
本人学生より豊かな生
活をしている国費外国
人留学生と比べるとRA
の収入が十分とは言え
ないが，これまでの貯
蓄を大きく切り崩すこと
なく生活していけるた
め，ありがたく恩恵に授
かっている．次に人材
育成に関して，本施策
で実施される人材育成
プログラムは高く評価さ
れるべきだと考える．そ
の中でも国際的なコミュ
ニケーション能力の向
上を目的とした英語力

国際的な交流を通して
感じるが，欧米諸国と
比べて博士課程（後期）
学生の収入が少なく，
住居や税・保険等の減
免も微々たる日本で
は，優秀な学生であっ
ても金銭的な問題で博
士課程への進学が困難
である．博士課程進学
者は基本は研究内容か
ら希望研究室を判断す
るが，それに加えて学
生が多く，活発に研究
活動が行われている研
究室が魅力的である．
よって，優秀な学生を博
士課程に招き，人材育
成プログラムにより日本
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養成講座は学生の評価
が高く，日常の訓練の
積み重ねで上達する英
語力，コミュニケーショ
ン能力の向上を実感し
た．これらばかりでなく，
グローバルCOEプログ
ラムによる実践的な研
究者の育成による恩恵
は大きいと感じるため，
本施策はこのまま推進
すべきである．

の大学の国際競争力を
高め，より魅力ある大
学にしてさらに学生を招
くという好循環を作るた
め，本施策による財政
支援が必要であると考
える．

1873

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金につ
いては，少なくとも現状
維持，できれば増額を
目指すべきであると考
えます．

科学研究費補助金は，
多様な分野および多様
な規模を網羅的にカバ
ーしているという意味
で，日本の科学研究の
血管のような役割を果
たしています．特に，小
規模な研究補助を若手
研究者個人に配分する
という役割は，血管で言
えば毛細血管的な役割
であり，目立たないなが
らも欠かすことのできな
い重要な存在です．科
学研究費補助金を削減
するということは，日本
の研究業界の基礎的ア
クティビティの低下を招
き，ひいては日本にお
ける科学技術の衰退を
必ず招くでしょう．

1874

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

他分野の予算を削って
も，このまま推進すべ
き．

脳科学研究の包括的な
前進のため，よくデザイ
ンされたプログラムであ
ると感じる．現在の推進
を止めることは，日本の
みならず世界の脳科学
研究の停滞となる．脳
科学研究の社会貢献の
ポテンシャルを考えた
場合，甚大な損失であ
る．

1875

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26107

イノベーショ
ン創出基礎
的研究推進
事業

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきと
思います。

今後の技術開発につな
がる基礎的研究は継続
的に行う必要があると
考えます。基礎的研究
はもっとも応用に近い
研究です。

生命機能を、その根源

本施策は比較的基礎研
究に近い部分を担って
いると考えられるが、そ
の将来的な発展性は、
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1876

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

である細胞を軸に、生
体における階層構造を
十分に意識して‘生’の
状態で解析する手法を
手にして深く理解するこ
とは、学術的見地から
も、医科学、さらには工
学的見地においても非
常に重要であると考え
る。

生命機能の深い理解に
根ざしたバイオ型システ
ム構築、生体機能のア
クチュエーション技術構
築等のインパクトの大き
い物となることが予測さ
れ、ひいては現在顕在
化している大規模複雑
系の可制御性、エネル
ギー問題等の解決へつ
ながるものと期待でき
る。

1877

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の自由な発想に
基づく研究を助成するも
のであり、さらなる拡充
が必要と考える。

技術立国が必須な我が
国にとって、次世代を支
える科学技術の振興が
最重要である。新しい
革新的技術の開発は基
礎研究の蓄積がなけれ
ば達成できない。基礎
研究の大半を担う国立
大学に交付される運営
費交付金は減額の一途
をたどっており、現状で
は大学自体の予算で基
礎研究を支えることは
不可能であり、さらには
研究者の確保も困難な
状況になっている。した
がって、本補助金の拡
大により基礎研究のさ
らなる充実を図ること
は、我が国の将来に向
けて極めて重要であ
る。

1878

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

若い研究者が斬新な発
想力を最大限発揮でき
る環境を整えることは重
要だと考えます。

若手研究者と熟練研究
者をなべて比較すれば
当然後者のほうが高い
業績を持っています。そ
のような過去の業績だ
けに基づいた基準だけ
で機会配分が決定され
てしまうと、若手はベテ
ランの配下に組み込ま
れることを余儀なくさ
れ、独自の発想力を自
律的に育成する機会を
失います。既にこのよう
な現状に失望して研究
の道を去る学生は多く、
人材流出にひとかたな
らぬ危機感を抱いてお
ります。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部 ナショナルバ このまま

これまで大きな成果を
あげている。重点リソー

生命科学を推進する最
も基盤となる不可欠な
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1879

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24119

イオリソース
プロジェクト

推進す
べき

スを査定しつつも、長期
的な支援が必要であ
る。

事業であり、国を挙げて
発展させるべき施策で
ある。

1880

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

データベースは生命科
学研究の基盤となるも
のであり、継続的に構
築していかなければ意
味を失う。また、データ
ベースだけあってもしょ
うがなく、その解析のツ
ールの開発なども含め
てデータベースシステ
ムとして継続していくべ
きである。

国内開発のデータベ―
スの中でもKEGGのよう
な国際的評価の高いも
の、またPDBjのような
国際連携の中にあるデ
ータベースは国内だけ
でなく、国際的にも影響
が大きいので、継続は
必須である。

1881
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

その他

H22予算額に対してH23
概算要求額は約24%も
減額されているが、少な
くとも現状維持、望まし
くは増額するべき。

我が国は一次エネルギ
ーの約８割を海外に依
存している。エネルギー
の安定供給の確保を図
るには、二次エネルギ
ーとしての水素を利用
することが不可欠。水素
利用技術の中核である
燃料電池を実用化の推
進はエネルギー安全保
障上必須。また、我が
国の主要産業である電
機、自動車産業の国際
的な競争力を維持・発
展させるためにも燃料
電池の実用化は日本が
先導するべき。燃料電
池普及に向けた課題の
一つである電極触媒の
白金使用量低減に向
け、米国DOEは2009年
に白金触媒関連のプロ
ジェクトを5つも立ち上げ
ており、我が国は危機
感を持たなくてはならな
い。

1882

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24020
イノベーショ
ンシステム整
備事業

このまま
推進す
べき

大学において研究者
個々の基礎研究的技術
の芽を木に育て、地域
において産業的な森を
形成して行くためには、
地域研究資源を結集さ
せ、戦略的且つ継続的
に支援することが大変
重要だと思われる。各
地域がミッションを共有
化したうえで、イノベー
ション創出の為に協議
会等を設置し、戦略をま

企業では、良いシーズ
があるとき、それを短期
に事業成果に結びつけ
る為に、人物金を集中
的に投入するのが通例
である。一方、大学では
研究者個々に研究テー
マ決定と実施の裁量権
があるので、結集させる
のは難しいのが現実で
ある。本事業では、イノ
ベーティブな良い研究
シーズに対して、産・
官・学、本省・自治体・
地域が一体となり支援
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とめ、地域研究機関が
連携強化し、関係府省
が総動員して施策を行
うという本事業の筋書き
は大変心強い。

することで、地域研究資
源の結集が可能とな
る。そこで成功体験が
得られれば、人材が育
ち、地域イノベーション
が加速する。

1883

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

既に括弧たる成果をあ
げつつある先端プログ
ラム．日本の科学競争
力維持のためにも，他
の分野の予算を削って
でもさらに推進するべ
き．

各分野における若手人
材の育成は，日本科学
技術の継承・発展の上
で最も重要な課題であ
る．本プログラムは，世
界のトップクラス研究を
若手研究者を活用する
ことで実施する意欲的
なプログラム．プロジェ
クトベースのオンザジョ
ブトレーニングは教育
効率がよく，目的意識も
明確．

1884

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

本施策は、電磁波計速
技術を用いて、私たち
の生活に密接に関連し
た、環境変動、気象予
測および宇宙環境を測
定するための重要な研
究開発である。これらの
研究開発には、最先端
の高度で専門的な電磁
波計速技術の開発・応
用技術が必要であり、こ
れらの技術は今後の社
会および科学の発展を
考えると必要不可欠な
ものである。したがっ
て、本施策は、ぜひとも
このまま推進されるべき
である。

本施策の目的を達成す
るには、最先端の高度
で専門的な電磁波計速
技術の研究開発が必要
であり、最先端技術開
発のための予算として
必要不可欠である。こ
の施策で得られた観測
結果は、災害予知や地
球環境変動を明らかに
しようとするもので、安
心安全な社会を築く上
できわめて必要である。
社会的な要請のみなら
ず、地球・宇宙環境の
将来予測といった研究
を遂行する上でも貴重
なデータを提供すると考
えられ、極めて重要で
ある。

1885
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

シリコンをベースとした
エレクトロニクスが１５年
頃に変局点を迎え、パ
ラダイムシフトが起ころ
うとしている時期にさし
かかりつつある現在、そ
の先導役として有機材
料をベースとし印刷手
法を用いた次世代印刷
エレクトロニクス材料が
まさに実用化の時期に
突入しつつある。産官
学が連携してこの夢の
ある技術を確立して、新
産業を創出するため

これまで、ディスプレイ
やＤＲＡＭは日本のお
家芸であり、技術優位
を持ってシェアを獲得し
てきたが、韓国、台湾、
中国、米国などにその
地位を奪われてしまっ
た。このような状況の
中、次世代印刷エレクト
ロニクスは、再び日本
が世界に向けて発信
し、技術優位とビジネス
でトップの地位を獲得で
きる数少ない分野であ
る。また、欧州、アジア
なども国家戦略として本
分野に力を入れてお
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に、本プロジェクトを強く
推進すべきであると考
える。

り、是非国を挙げて推
進しないと世界に負け
てしまう状況が生まれ
つつある。

1886

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

優れた若手研究者に、
自立して能力を自由に
発揮できる機会を与え
ることは重要だと考えま
す。

この国で若手研究者に
自立と活躍の機会を与
える環境が十分に整備
されていない現状を見
て，多くの優秀な大学
院生が研究の道を去る
のを目の当たりにして
います。このままでは長
期的に見て、いや、ほ
んの十年もすると、日本
の研究者人材はすっか
り空洞化してしまうので
はないか、と危惧してい
ます。

1887

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24154
海外特別研
究員

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

学位を取得後、海外で
ポスドク経験を積むこと
を希望する学生は多く
います。我々の研究室
では毎年希望者がいま
すが、これを支援するシ
ステムが不足していま
す。今年度の海外特別
研究員の募集は全国で
わずか110名でした。こ
の数を１０倍に増やし、
かつ助教など常勤の職
にある研究者より優先
して（あるいは別枠で）、
博士の学位を取得した
直後で常勤の職にない
若手研究者の海外での
ポスドク活動支援を大
幅に充実させていただ
きたいと思います。

我が国は科学技術によ
り支えられており、これ
からもますますその度
合いを深めていくのは
必然です。若手研究者
の育成が肝要なことは
言うまでもありません
が、常勤の若手研究者
への支援は適度なレベ
ルにまで充実してきて
いますが、まだ常勤の
職を得ていない博士号
取得者の支援は非常に
手薄です。若者の研究
意欲を旺盛にし研究者
としての自立を支援す
るために、学位取得直
後の海外ポスドク経験
は非常に重要です。

1888

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業  

このまま
推進す
べき

ゲノムについては、世界
と人種の違いが存在し
ており、海外でのデータ
がそのまま日本に当て
はめることができないた
め、各国独自の研究成
果が求められる。その
ため長期的な視野を持
って、取り組むべきであ
る。

肝疾患などではIL－28
などは保険では認めら
れないものの、インター
フェロンの効果予測な
どで患者に還元できて
いるなど、疾患よっては
すでに治療の目安にな
る成果が出ており、積
極的に推進すべきでは
ないかと思っています。

大学・
公的

地球環境情報統融合プ
ログラムは，平成18年
度から継続的に多様な
応用分野の研究者から

現在の「データ統合・解
析システム（DIAS）」の
コアシステムは，多様な
応用分野の大容量観測
データ，モデルデータを
先進的ストレージシステ
ムに格納すると共に，
データセット単位でISO 
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1889

研究
機関
（独
法・公
設試
等） 50～

59歳

文部
科学
省

24102
気候変動適
応戦略イニシ
アチブ

このまま
推進す
べき

の意見聴取を行い構築
されてきた現在の「デー
タ統合・解析システム
（DIAS）」を基盤とした高
度化・拡張によって，デ
ータの収集・管理を加
速度的に推進するとと
もに，長期運用体制を
検討すべきである． 

19115に基づく共通的な
ドキュメント・メタデータ
の登録，管理が可能と
なっており，今後，日本
が地球環境情報の分野
において国際的にリー
ドするためには，DIASコ
アシステムを基盤として
活用しその高度化・拡
張を行うことが費用対
効果を考えた場合最善
の方法であるため． 

1890

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学と地方公設試が競
争すると、地方公設試
は、人員、予算面でどう
しても劣るので、地方公
設試向けの枠を確保し
て欲しい。機関連携強
化型研究が設定されて
いるものの、県を越えた
連携は困難なので、単
独でも出願できるものを
設定して欲しい。

地域産業の振興には、
地方公設試の活性化が
必要であるが、現在の
地方公設試は、人員、
予算ともに削減され、建
物、設備の老朽化が進
み、その機能が十分発
揮されない現状である。

1891
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24121
脳科学研究
推進プログラ
ム

このまま
推進す
べき

近年脳の研究の進歩に
は眼を見張る物があり
ますが、直接手を触れ
ることの出来ない器官
であるためややもすれ
ば情緒的に、センセー
ショナルにその成果が
紹介されることが有るよ
うです。 
その計測機器、計測技
術の大いなる進化によ
り、より定量的に又定性
的にそのデーターが継
続して取得出来るように
なってきたようです。 
我々の精神的幸福感を
より一層深められるよう
に、脳の研究はますま
す重要になって来るでし
ょう。

人間の心理や思考の過
程において、脳の機能
や生理は大変重要なフ
ァクターを占めることは
誰しも認めるところだと
思います。 
その機能や生理の働き
や変化が把握され、より
深く研究されることが私
たちの未来の幸福につ
ながることを期待しま
す。 
特に障害者や高齢者の
方たちの、より充実した
社会生活が送れるよう
に研究が進むことを期
待します。

1892 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

いわゆる「高度化事業」
から続く本事業は、当
初競争資金制度の先駆
けのような印象がありま
す。公設試験研究機関
の研究員が地域ニーズ
をふまえ、共同研究に
チャレンジできる得意な
タイプの研究資金制度
としてずいぶんと新鮮に
映りました。現在の事業
でも毎年制度的な改編
がありますが、それぞ

都道府県がチャレンジ
する競争的資金制度の
中でも、地域における
技術移転、成果品の実
用化に向けた取組に、
もっともマッチした制度
と考えます。科学技術
研究の、極めて基礎的
な問題をテーマとする
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等） れにチャレンジングな取
組をされていると見受け
られます。今後も、消費
者のニーズに基づく研
究開発のための事業と
して制度を維持された
い。

のではなく、実用場面を
念頭に置いた制度とし
て秀逸かと思います。

1893
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクト事業はわ
が国の将来にとって、
必要不可欠である。

発酵産業において世界
有数の実力を備える日
本にとって、微生物の
分譲が容易に行える体
制づくりは競争力の源
であり本事業は継続す
るべきと考える。

1894

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

要求額に占める事務経
費の比率が高いため、
既存制度に統合するこ
とで経費を節減し、採択
人数・研究費に回す方
が効率的と思われま
す。例えば、特別研究
員事業（施策番号
24141）に特別枠を設け
る（SPDの待遇を上げ
る、特別研究員奨励費
の枠を大きくする、等）、
もしくは、JSTさきがけ
（施策番号24134）に、ト
ップダウンの戦略目標
の例外として任意のテ
ーマを応募可能な総合
領域を数個設けること
で、同様の効果が得ら
れると思われます。

総額の約40％が事務経
費というのは、応募する
側の研究者から見て疑
問があります。一方で、
JSTさきがけは、領域の
設定により応募可能性
が左右されるため、任
意の課題を応募可能な
（さきがけと同程度の待
遇の）制度があれば、
将来有望な研究テー
マ・人材を開拓すること
が可能と思われます。
特別研究員PDとさきが
けの中間に位置するこ
とから、いずれかを拡張
する形を取れば経費節
減が可能と思われます
が、いかがでしょうか。

1895

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

（１）２３年度予算をせせ
めて２２年度並に増額し
て欲しい。 
（２）２３年度概算要求レ
ベルにとどめるならば、
公正な評価を前提とし
て、コーディネータ等の
人件費のサポートの枠
組みを新設して欲しい。

平成２１年度にトップ採
択された「やまぐちグリ
ーン部材クラスター」は
７本の研究開発テーマ
をもつ。事業申請額（年
間約４億５千万円）か
ら、カットカットで、２年
目の２２年度ですでに
申請額の４分の１を減
額されている。このた
め、事業着手直後か
ら、結果を見ないうちに
配賦予算を、実質テー
マの破棄に近い形で取
捨選択が避けられない
状況に追い込まれてお
り、中間評価年の２３年
度にこれ以上減額され
ると、地域企業との連
携の約束を果たせない
ばかりか、質を保った事
業の継続が難しい。ま
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た、事務局経費などの
固定費は予算規模の多
寡にかかわらず、削減
が困難なので、結果とし
て事業の費用対効果も
落ちる。

1896
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

減額すべき。

これだけの巨額予算に
もかかわらず、ヒアリン
グ資料の説明があまり
にも不十分。十分な教
育ができていない私立
大学は淘汰されるべ
き。質の高い人材を輩
出している特定の大学
に資源を重点的に配分
した方がよい。

1897

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

実施するのであれば、
中途半端でなく優れた
ものを構築する必要が
あると思われます。

新たなネットワークアー
キテクチャの開発のた
め、世界のどこかには
必要な施設であること
は間違いのないところ
です。中途半端な性能・
規模では利用価値が著
しく低下するため、大幅
に予算規模が縮小され
るくらいであれば、完全
に他国に任せ、この分
野の主導権を放棄する
という選択もあるかと思
われます。ただ、標準化
での不利と、研究者の
流出は避けられないか
と思います。

1898

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

この分野は比較的最近
に始まったものであって
進展が速く、その中で
日本は欧米の研究者・
施設と競合しながら過
去２０年にわたって一級
の成果を挙げ続けてき
ている。不安定核その
ものについての物理的
理解はもとより、元素合
成過程や天体核現象な
どにも大きな広がりをも
った計画である。現在、
理化学研究所の施設が
稼働を始めたことにより
若手研究者の育成や国
際協力研究の推進など
の基盤が整いつつある
が、今後日本がリーダ
ーシップをとって研究を
行うためには測定設備
の高度化をはかること

不安定核の研究は物質
の成り立ちを知るという
基本的な重要性をもっ
たものであるが、その研
究過程や装置の開発か
らは他分野にも大きな
貢献をしている。NMRや
MRIなどすでに物性・医
学分野に広く使われて
いるものも多い。第一級
の施設・設備が国内に
あり、海外の研究者と
切磋琢磨する機会が得
られるということは、大
学院生、ＰＤなどの若手
にとっては非常に重要
であり、実際、この分野
で学位をとった研究者
が医学物理など周辺分
野においても多数活躍
を始めている。この意味
で、基礎研究のすそ野
を広げる意味があるこ
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が必須であり、強力に
推進されることを望む。

の計画は是非推進する
必要があると考えられ
る。

1899

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者

このまま
推進す
べき

日本の将来の医学・生
命科学を担う、若手研
究者を積極的に海外の
研究機関に派遣して、
彼らに異なった文化や
思考法、ならびに研究
システムを体験させるこ
とは、本人のみならず
日本の科学の発展のた
めにも重要な課題であ
り、是非とも本事業を推
進する必要がある。

近年の若手研究者は、
海外志向が薄れてお
り、その海外派遣を積
極的に支援して実行し
ないと、国際感覚を持
ち、国際的に通用する
優れた若手研究者が育
たなくなる危険性があ
る。これは、将来の日本
の科学のレベルを著しく
損なうものである。

1900

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

本事業は、これまで地
域おいての産学官連携
の基礎となってきてお
り、縮小せず、引き続き
の継続をお願いしたい
です。

地域における産学官が
融合して地域に適した
フォーメーションを形成
するために必要な事業
だと思います。特に、大
学の知的財産を官と連
携して地域企業に広め
て行くことは、非常に有
意義です。

1901

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

今回の施策の対象の中
心となっているJ-PARC
におけ物質生命科学に
ついてはぜひとも推進
すべきである。加えて、
ハドロン物理（具体的に
はハドロン実験施設で
の高運動量ビームライ
ンの整備など）などJ-
PARCにおける基礎物
理学の推進についても
これまで以上に取り組
むべきである。

J-PARCはようやく供用
を開始した世界的に第
一級の加速器施設であ
る。その施設を安定的
に運転することはそこで
期待される革新的な研
究結果を得るための必
要条件であり、そのこと
により安定して研究成
果を得ることは大学院
生等次世代の人材育成
の観点からも必須であ
る。加えて、未だ整備さ
れていないビームライン
を整備することにより同
じ加速器からより多くの
優れた成果を得られる
ことが確実である。

1902

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究における最も
基盤的な競争的資金で
あり、他の個別施策の
予算配分から考えて、
もっと配分額を増やして
もよく、今回の予算の増
加は、最低限の増加で
ある。

科学研究費補助金は最
も多くの研究者が平等
に応募出来る競争的研
究資金である。高い成
果を上げるためには、
裾野の広がりが不可欠
であり、科学研究費総
枠から考えると、この金
額でも少ない、現在の２
倍程度の支出が必要と
思われる。

ネットワーク基盤の進
化、普及により、10年前
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1903

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

すべての生活、産業、
研究の基盤となるICTイ
ンフラを支える技術開
発が継続的に実施でき
るよう、先端研究基盤で
あるネットワークテスト
ベッドについて、開発お
よび維持を行い、国力
の維持および発展に努
めるべきである。 

では思いつくことも出来
なかった事が可能とな
ってきている。例えば今
用いているパブリックコ
メントシステムもその一
つであろう。世界的なイ
ンターネットの普及によ
り、生活の質は著しく向
上している。諸外国での
ネットワーク的な研究基
盤整備においては、既
に次世代インフラの構
築が始まっており、わが
国の様々な技術開発を
促進する上でも、他国
に負けぬ基盤整備と研
究開発への投資が必要
になる。 

1904

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本研究はすでに国際的
な優れた研究成果をあ
げている。また、今後の
研究継続によりさらなる
成果が上げられること
が期待できる。

今後はターゲットタンパ
クリストの再検討を行
い、重要なタンパク質に
焦点を絞って効率よく成
果を上げられるように、
支援体制を改善するこ
とが望まれる。

1905

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は、我が国の将
来にとって欠くべからず
ものである。本事業の
充実は我が国のサイエ
ンスにとって非常に重
要な基盤である。

バイオリソースは我が
国のライフサイエンスの
最も重要な研究基盤と
いって過言でない。リソ
ースの収集と保持には
継続的な予算措置が必
要であり、このプロジェ
クトの予算削減はリソー
スの維持に大きな損失
となる。基盤研究におい
ては継続的な予算措置
を希望する。

1906

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

資源の少ない日本で
は、科学技術立国とし
て世界をリードしていか
なければ将来の成長は
おぼつかない。一方、こ
れまでのような単なる産
業発展ではなく、人間
性に立脚した環境、エ
ネルギー等の問題に取
組むことで世界への貢
献が求められている。こ
れらは新たな産業に繋
がる可能性があり関連
技術の実用化は、地域
産業においても十分対
応可能であり、地方の
特色を生かした地場産
業成長を促すことによ

日本の地方産業は一部
を除き衰退の一途をた
どっているが、世界的な
産業の変遷の予測及び
この動きに対応する資
本的、技術的、人的余
力を持っていないことが
要因の一つと考えられ
る。 
国家的産業強化には、
新しい技術開発に基づ
く産業の発展と地方産
業の成長が必須であ
る。弱体化している地方
産業の再活性化のため
に、国家戦略的な立場
から、地方産業の将来
技術基盤の研究開発、
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り、日本全体の産業を
活性化させることができ
ると考える。

実用化を支援すること
は必要かつ重要と考え
る。

1907

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

 遺伝子資源の収集
は、バイオテクノロジー
の実践の上で基礎とな
るものであり、日本の生
命線と言えるものであ
る。国際的にも同様の
認識が広まっており、開
発途上国を中心に、遺
伝子資源の囲い込みと
権利主張が厳しくなる
一方である。このような
状況下で、遺伝子資源
の収集と頒布を目的の
一つとしている本プロジ
ェクトは、強力に推進す
る必要があると考える。

 遺伝子資源の収集方
法は多様であり、さまざ
まな視点から複数の方
法で収集する必要があ
る。すぐに成果が上が
るわけではないが、遺
伝子資源を押さえてお
かないと、将来的に日
本が手詰まりに陥ること
が懸念される。 
 遺伝子資源の収集を
行う機関は他にもある
が、本プロジェクトの視
点は汎用性も高く利用
価値が高いと考えられ
る。日本の未来を見据
えて、あの手この手で
遺伝子資源を確保する
ことが国益に資すると
信じている。

1908

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

バイオリソースをきちん
と確保することは非常
に重要で、もっと世界を
リードしていくべき

資源の少ない日本が生
き残っていくためには、
あらゆる資源を大切に
して、利用していく必要
がある

1909

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

このまま
推進す
べき

地方中小企業では、新
技術や新製品開発を実
施する意欲はあっても、
資金や技術が不足して
いる場合がある。資金
面でのバックアップと大
学や官との連携を促進
するために、継続をお
願いします。

地方における中小企業
は、情報の不足もあり、
新技術への取り組みが
遅れることがある。国レ
ベルの事業に参加する
ことは、他の地域の企
業と競争により、より良
い成果につながると考
えられます。

1910

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

私は現在、本施策に含
まれるターゲットタンパ
ク研究プログラムにお
いて、重要な機能を持
ち構造解析が容易でな
いタンパク質の基礎研
究に取り組んでおりま
す。今後も、本施策にお
いて十分な予算措置が
とられることを希望しま
す。

ターゲットタンパク研究
プログラムの目的であ
る高難解析性タンパク
質の研究は、高度な生
命現象の基礎的理解に
つながると考えられま
す。このような基礎研究
は学問的重要性に加え
て、社会的にも大きな
寄与が期待されること
から、推進されるべきで
あると思います。

大学・
公的
研究 文部 ナショナルバ このまま ナショナルバイオリソー

ナショナルバイオリソー
ス事業は、我々の研究
推進において大変に役
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1911

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24119

イオリソース
プロジェクト

推進す
べき

ス事業は、我が国の将
来にとって欠くべからず
ものである。

立っており、今後の生
物多様性研究、ゲノム
研究の進展にとって極
めて重要である。

1912
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

高度で優秀な人材を創
出する又、教育・研究の
基礎を創出する国立大
学法人に不可欠な要因
として施設整備はとても
重要な施策であると思
います。これからも積極
的に推進すべきであ
る。

国立大学法人が基礎的
又は高度で独創的な教
育・研究を創出するに
は、教育・研究を推進す
る予算と施設整備が無
くては推進できないと思
います。日本の学術研
究を崩壊させないため
にも是非施設整備の施
策が必要です。

1913

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

革新的タンパク質に関
する研究・細胞解析研
究に関する基礎的な研
究をこれからも継続す
る必要がある。

タンパク質は生命の基
本物質であり、ポストゲ
ノムの研究としてタンパ
ク質の構造と機能に関
する研究でイニシアティ
ブをとることは日本の国
益にかなうことであるか
ら。

1914

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

 大学等の教育力・研
究力を強化するととも
に、高度で質の高い医
療を提供するためにも、
本事業は極めて重要で
ある。

 豊な感性と独創性の
ある人材養成や先端的
な学術研究を推進する
ためには、安全・安心で
ソフト面を含めた機能性
の高い建物へと改善す
べきであり、高度化、そ
して多様化する教育研
究活動に必要な場所の
確保が必要である。ま
た、地域医療の最後の
砦となる大学附属病院
の再生を行い、患者が
求める高度先端医療等
の提供を行うことは、国
民にとって非常に有益
である。

1915

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スは日本独自の遺伝子
資源を多く保有する重
要なものであり、日本の
科学、技術力を現在、
未来へとつなぐために
必要不可欠であると考
えます。

科学分野には巨額の
（必要十分とはいいませ
んが）税金が使われて
います。バイオ分野に
おいてはこれらの多くが
遺伝子資源の運用（ク
ローニング、保存等）に
使用されており、これら
を各研究機関・研究室
でのみ管理することは
コスト的にも、労力的に
もマイナスであり、体系
的なとりまとめが必要不
可欠です。

 従来のスタンドアロー
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1916
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

 積極的に推進すべき
施策である。 
 長期安定的に運動機
能や認知感覚機能を代
償するＢＭＩ技術の実用
化に向けて、低侵襲慢
性留置型ＥＣｏＧ電極の
開発などが進展してい
る今日、人と人との関
わりや、人と地域との関
わりを広げていく可能性
をもたらすネットワーク
技術との連動は極めて
重要である。 
 また、研究範囲が経
済的効果をももたらす
内容でもあり、各研究プ
ロセスも現場の介護世
界で有用に働くと思料
する。 

ン方式での個別対応成
果を踏まえて、社会ネッ
トワーク網を重視した本
施策は、安心･安全な暮
らしをファンダメンタル
に支えることを可能にす
ると考える。どの地域で
も、どの施設でも享受で
きる可能性をＩＣＴ技術と
の融合により可能とな
ると思われる本施策
は、他の施策とは異次
元のものであり、最優
先施策として位置づけ
て同等とすべきではな
い。 
 なお、本施策コアにし
た施策を現状に留め
ず、広範囲に研究を進
めることで個々の最先
端技術の融合を図るべ
きである。 

1917

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

これまで文科省や学術
振興会が実施して来
た、大学院の国際化
（留学生の確保：グロー
バル３０のような企画）
の方が重要であると考
える。本事業が目指す
ところが、明確に見えて
来ない。これまでの
我々の大学院教育改革
への努力を、どのように
評価して、このような新
規事業を立ち上げようと
しておられるのか、理解
に苦しむ。

これまでに我々は、文
科省の指導にしたがっ
て、大学院の部局化、
大学院教育の実質化、
さらに国際化を推進し、
大学院教育改革GPの
採択を受けて、新規コ
ースを構築して来た経
緯があるが、本事業とこ
れまでの努力は、相容
れないところが多々存
在する。このように目ま
ぐるしく大学院教育改革
を実施して、果たして本
当に実態のある優れた
大学院教育システムを
構築できるか疑問があ
る。

1918

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

世界における日本の科
学技術の現状を考える
と、将来の科学技術を
発展させることのできる
人材育成にさらなる予
算を投入し、積極的に
世界レベルの人材育成
を積極的に推進すべき
であると考える。

近年の大学および大学
院生の学力低下は惨憺
たるものである。特に、
世界で活躍できる人材
が不足すると考える。ア
ジアのみならず、欧米で
も第一線で通用する人
材育成が必須の状態で
あると考える。

1919
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

短期的な成果を出すの
は難しいプロジェクトな
ので、もう少し継続し、
その後で評価を行うべ

研究成果のユーザーで
ある製薬会社の意見を
もっと取り入れてターゲ
ットを選定すべきと思い
ます。また製薬会社も、
共同研究等を通じても
っとプロジェクトに入り
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きと思います。 込まないと、このプロジ
ェクトの最終的な評価に
繋がらないと思います。

1920

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員はその身分
をより明確にするため
に雇用という形をとるべ
き．DC1およびDC2に関
しては学費の免除ある
いは日本学生支援機構
の奨学金の給付を受け
られるようにすべきであ
る．また，社会的保障
（保険・年金）などの支
援を日本学術振興会が
行うべきである．

特別研究員事業が大学
院博士後期課程の学生
および博士号取得者が
研究に専念できる環境
の構築に貢献している
ことは確かであるが，特
に博士号取得者（PD)は
学生の身分を有さず，
雇用契約も結んでおら
ず社会的には無職と同
等の立場にあるため雇
用契約が必要である．
またDC1およびDC2に
関しては特別研究員に
採用されることでアルバ
イトや奨学金によって生
活費を得られず逆に年
金や保険料のために生
活が苦しくなるケースが
存在する．

1921

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

分子から細胞組織に至
るまで、連続した理解を
進めるように、各階層
の、また縦断的に階層
を俯瞰できるような研究
者の集中した研究機関
が今まさに必要である。
全く新しい技術開発を
基盤に、着実な貢献の
できるこのような事業に
対する期待は大きい。

現在、日本の誇る優秀
な技術は必ずしも、生
物、医学分野で活かせ
ているとは言えない。そ
れは多くの大学の内部
の問題でもある。新たな
組織が各研究機関との
連携を行うことにより、
重要な研究課題への集
中や、有機的な協力関
係が有効に働く可能性
が高いと考えられる。

1922
小・
中・高
校

40～
49歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

M-Vは日本独自の世界
トップレベルの固体ロケ
ットでした。JAXA統合に
伴い廃止となってしまい
ましたが、技術が風化
するのは想像以上に速
い。M-Vのノウハウを活
かし、H2A/Bにはない
迅速、高性能、低質量
打ち上げのペイロードを
国産ロケットで確保して
頂きたい。

日本のロケット打ち上げ
はH2A/Bに頼らざるを
得ず、高額になってしま
う。１ｔ未満の打ち上げ
には、より安価なロケッ
トを用いるべきで、それ
は国内生産できるもの
が望ましい。低コストロ
ケットが実現すれば、打
ち上げ頻度も上がりさら
なるコスト効果も期待さ
れるうえに、科学技術
計画が円滑に立案実施
が可能になる。

1923

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

生命科学の基盤を支え
るものとして、各種モデ
ル生物のリソースを恒
常的に保存する仕組み
を整えることは極めて

生命科学の実験材料で
ある各種生物の維持を
個々の研究者に任せる
のには限界があり、研
究者の世代交代に伴っ
て重要な生物種、変異
株等が散逸していくこと
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設試
等）

重要である。 は我が国の研究基盤に
とって大きな損失であ
る。

1924

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

実験を開始し性能を上
げつつあるRIBFにおけ
るRI科学をさらに推進
し、この分野において世
界をリードする立場を確
固としたものにすべきで
ある。特に加速器その
ものの改良や運転時間
の確保に加え、この分
野に特徴的である多種
多様な測定装置の整備
が不可欠である。

RIBFはその運転を開始
したが、未だ測定装置
等が十分に整備されて
いるとは言い難い。一
方で、米国ではミシガン
州立大学においてRIA
計画が始まり、ヨーロッ
パではGSIにおいて
FAIR計画が始まるなど
厳しい国際競争にさらさ
れている。本施策によっ
て測定装置等を整備
し、加速器施設を安定
的に運転することによっ
て世界をリードする立場
を盤石のものにすること
ができ、基礎研究の抜
本的強化や大学院生等
の人材育成に資するこ
と大である。

1925

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24005

橋渡し研究
加速ネットワ
ークプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学内には画期的かつ
有望な医療技術や医薬
品・医療機器につなが
るシーズがあり、それを
実用化することは社会
に多大な利益をもたら
す。しかし、研究者自身
がその価値に気づいて
いない、気づいていても
実用化につなげる具体
的方策を知らないこと
が多い。また、実用化に
は多大なリソース（経
費、専門的人材、多くの
作業量）と長い時間が
かかるため、専門家を
揃えた組織により研究
を支援していく体制を構
築しかつ持続させていく
ことが重要である。本事
業はその目的を実現す
るためのものであり、今
後もますます強力に推
進していくことが望まれ
る。

上記意見のとおりです
が、本事業は医療上の
進歩をいち早く社会に
還元するというだけでな
く、医薬品・医療機器開
発という知識集約的な
産業の基盤を強化する
ことにも繋がり、今後の
我国の経済基盤を固め
ることにもなると考えま
す。

大学・
公的
研究 里地里山保 推進す

リストには、９０９７９７と
いう数字がある。pdfファ
イルでは９１百万とある
ので、単なる記入間違
いであろうが、あまりに
金額の記載がずさんで
ある。また、実施は民間
委託であり、内容的に

環境省がやらないとい
けない理由が明確でな
く、農林水産省のデータ
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1926

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

環境
省

29105

全活用行動
推進事業

べきでは
ない

は調査が主体と思われ
る。このような調査は農
林水産省ですでに行わ
れているのではないか
と思われる。積極的に
農林水産省の資料、な
らびに職員を活用する
ことにより、不要な支出
はさけるべきである。

の活用が期待出来るこ
とから、不要と判断す
る。官庁間で要求内容
を精査し、すりあわせる
必要がある。

1927

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

これまで以上にバイオリ
ソースの提供を積極的
に募集し、保有数の増
強を図る必要がある。

科学技術分野（特に生
物系）の更なる発展、な
らびに展開において、
情報・材料の共有は必
須であることから、ナシ
ョナルバイオリソース事
業が、我が国の将来に
とって必要であり、事業
のさらなる発展が期待
されるため。

1928
小・
中・高
校

40～
49歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星

このまま
推進す
べき

電波天文学は日本がそ
の分野を切り開いてき
た。トップを持続するた
めに、新しい観測衛星
は必要不可欠である。
またその知見は人類全
体への貢献となる。

世界のトップに位置する
ことがいかに重要か、
学者を突き動かし、国
民を鼓舞するかは「は
やぶさ」の例で十分理
解が深まった。電波天
文学も世界のトップにあ
りながら、なかなか話題
に上らない。新しい探査
機のもたらす新事実は
必ずや国民に自国に対
する誇りを醸成するだろ
う。また、新たな世界ト
ップに至る学者集団を
育てることだろう。この
計画をぜひ推進して頂
きたい。

1929

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト 

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトの推進は
科学技術立国を 
謳う日本の将来やイノ
ベーションにとって必要
不可欠なものであるの
で、より一層の予算をつ
けて更なる推進を希望
する。

 ナショナルバイオリソ
ース事業は日本のみな
らず、世界中の研究者
から委託と寄与を求め
られる世界有数のバイ
オリソースとなっている
から。私は分裂酵母を
モデル生物として基礎
科学分野での研究を行
っている一人であるが、
本事業が保有する分裂
酵母株やDNAライブラリ
ーは世界からみてもトッ
プレベルである。これは
世界のサイエンスにお
ける日本の存在感をは
っきりと主張するうえで
格好のモデルケースで
あると思うから。

「ナショナルバイオリソ
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1930

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

引き続き推進すべきで
ある。

ースプロジェクト」が下
記の遺伝的資源有効活
用及び散逸防止に非常
に有効であると考えら
れるため。 
1. 遺伝的資源が有用に
活用されるには、各研
究者によって創出され
た遺伝的資源を集める
こと、そしてそれを必要
としているところに速や
かに送ることが必要で
ある。 
2. 遺伝的資源を一カ所
に集めることにより、遺
伝的資源の散逸を防ぐ
ことができる。 

1931

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

数学独自の研究及び、
数学とその応用分野の
インターフェイスに働く
研究所を作ることは、数
学と応用分野の発展の
ため最重要な支援プロ
グラムであると確信い
たします。 是非政策が
実施されますよう、強く
願っております。

数学は、それ自身の発
展のみならず、周辺領
域との相互作用により
より深く、また思いもか
けない発展がみられま
す。 しかし、数学とそ
の応用分野との交流は
必ずしも容易ではありま
せん。 数学と応用分
野の共通の言語を構築
し、よりスムースな交流
を行っていくことは、非
常に重要であると思い
ますが、それが必ずしも
スムースになされてい
るとは思えません。 私
自身もクレスト研究で航
空分野の方と共同研究
を行っておりますが、相
互理解することから初
めなくてはなりません。
しかし、まず交流するこ
とが重要であると思い
ます。 そのための場を
積極的、かつ恒常的に
構築し、さらに次世代の
方たちを積極的に参加
させることが速やかにな
されることが、重要であ
ると考えます。この実行
のために上記政策を積
極的に応援いたしま
す。

27169はITシステム全体
の省電電力化で、推進
していただきたい。本プ

ＩＴシステム、医療用イン
プランタブル機器、モバ
イル機器、エネルギー
ハーベスティングなどの
国民生活の広範な分野
において超低消費電力
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1932
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27169
グリーンＩＴプ
ロジェクト

このまま
推進す
べき

ログラムの中の「極低
電力回路・システム技
術（グリーンITプロジェク
ト）」、27168「立体構造
新機能集積回路」、およ
び27108「低炭素社会を
実現する超低電力デバ
イスプロジェクト」は全
体で、ITシステムの省
電力化に繋がる技術で
あるので、個別のプロジ
ェクトでなく、連携したも
のとして推進することが
重要である。

化が重要である。超低
電力化のためには、超
低電圧化が必須である
が、超低電圧化は半導
体・受動デバイス、回路
設計、実装設計、三次
元集積化の連携により
初めて実現できるもの
である。低雑音電源シ
ステム、信号の低雑音
化、ＥＭＩ（電磁輻射）、
熱設計、低容積化など
が総合的に実現でき
る。そのために、半導体
デバイス、回路、三次元
化の総合的な取り組み
が必要である。

1933

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の総
額を増やし、年々採択
率が低下している種別
も含め、早期に採択率
３０％を実現すべきであ
る。

科学研究費補助金は、
今や大学や公的研究機
関における研究者が研
究を進める上で、必要
不可欠なものとなってい
る。特に、近年のように
大学や研究所に対する
運営費交付金が前年比
で減額され続けている
状況では、科学研究費
補助金獲得の成否は研
究活動の可否に直結す
る。日本の基礎研究を
支える大学や公的研究
機関における研究レベ
ルをこれ以上下げるこ
とがなく抜本的に強化
するためには科学研究
費補助金の充実が喫緊
の課題である。

1934

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25105

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究

このまま
推進す
べき

循環器疾患・糖尿病等
生活習慣、腎疾患およ
び免疫アレルギー疾患
は、癌とともに高齢化社
会において高頻度に発
生し、患者のQOLを著し
く損なう疾患であり、こ
れらの疾患がもたらす
社会的な損害は甚大で
ある。したがって、本事
業の精力的な推進を、
大いに期待する。

これらの疾患に罹患す
る有病者の数は非常に
多く、社会的にも、その
早期発見、予防法なら
びに治療法の研究・開
発の要請は大きい。本
事業が国民の健康の増
進ならびに、より良い
QOLを促進することに
は疑いの余地がない。

1935

小・
中・高 40～

文部
科学

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開-最先
端宇宙科学・
技術と人材

このまま
推進す

日本の宇宙開発は「ガ
ラパゴス」ではなかっ
た。はやぶさの成功、Ｈ
ＴＶの高い評価など、今
まで培ってきた技術、人
材は世界に誇れるもの
だった。しかし、その技

はやぶさ後継機につい
ては、Ｃ型小惑星探査
の間に合う時期に速や
かに遂行できるよう早
期の予算立てを願う。
HTV-Rは目の前にある

37



校 49歳 省 育成をセット
にした新たな
海外展開戦
略-

べき 術・人材は前に進むこと
をやめれば容易に霧散
してしまう。ようやくつか
んだ世界オンリーワン
の技術を発展させてい
くべきである。

日本独自の有人宇宙開
発を促進するため、ま
ずは物資回収、そして
有人化へとステップを踏
んでいってもらいたい。

1936

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24186
知財活用支
援事業

このまま
推進す
べき

イノベーションを目指す
領域においては、ビジ
ネスは国際化しており
日本国だけに特許出願
しても国際競争上の意
味は無い。多額の研究
費と特許出願費用を掛
けた国家的知的財産権
である大学の外国特許
を有効に活用するため
の仕組みは、非常に有
意義なことである。関連
技術の特許を集積して
ポートフォリオ化し、関
連投資機関とJSTの連
携して支援するという本
事業形態には大いに期
待が持てる。 

本学ではJSTの外国出
願支援制度を利用して
多くの外国出願をして
いる。しかし折角外国出
願しても、更には特許
が成立しても、活用でき
ないと支援打ち切りとな
り、自費での維持が難
しくなり、放棄せざるを
得ないようなケースも出
ている。そもそもイノベ
ーティブな発明である
程、短期間では実施に
至らないもので、多額の
研究費を掛けた成果を
短期間で見限って放棄
するのは、税金の無駄
使い、国家的損失であ
り、救済できるような仕
組みが必要と思われ
る。

1937

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは、今後
も継続して推進すること
が我が国の将来にとり
必要である。

私は、現在大学で酵母
を用いた研究を行って
いますが、研究を行うに
あたり何よりも先に必要
となるのは研究対象で
ある酵母の菌株です。
酵母の菌株を入手する
には、これまで研究者
間で譲渡してもらう以外
に方法がありませんで
した。しかし、ナショナル
バイオリソース事業によ
り菌株を必要なときに
迅速かつ確実に入手す
ることができるようにな
り、たいへん助かってい
ます。このようなナショ
ナルバイオリソースは、
我が国のバイオ研究の
長年の積み重ねであり
国家の財産であると考
えています。今後ともナ
ショナルバイオリソース
事業を存続させることを
望みます。

大学・
公的 大規模な試験ネットワ

新世代ネットワークの実
現に向けて米国、欧州
他、各国において産学
官の総力を挙げて熾烈

38



1938

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

ークを構築し、新世代ネ
ットワークの実証・評価
を実施し、新たなシステ
ム技術を確立すること
は重要であり、本事業
を推進すべきである。

な研究開発競争が繰り
広げられている状況で
あり、わが国がネットワ
ーク研究開発競争での
主導権を確保し、ICTに
よる更なる経済成長を
実現するには極めて重
要な事業である。

1939
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

十分な予算を配分し強
力に推進すべき

次の世代に夢を提示し
つつ日本人としての誇
りを自覚することがで
き、実際に人類をリード
できるという比類なき政
策だから。

1940

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARC は世界最高レ
ベルの加速器を軸にし
た、物質科学、生命科
学、原子核物理学、素
粒子物理学など多分野
の発展に貢献できる施
設です。このような J-
PARC の運用と機能向
上のための支援を行う
べきです。

高性能の加速器は、今
や基幹技術と基礎科学
の発展には欠かせない
基盤施設と言えます。
J-PARC はＢファクトリ
ー加速器、SPring-8 加
速器などと共に、日本を
代表する世界最高レベ
ルの加速器施設の一つ
です。また研究者等の
利用を国内外から積極
的に受け入れることで、
国内の人材育成に多大
な貢献をすると共に、国
際協力の一大中心とな
っています。

1941
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は、我が国の将
来にとって欠くことの出
来ないものである。

微生物等のリソース
は、個人あるいは一般
企業だけでは簡単には
収集できない貴重な資
源であり、また種々の
研究開発にとって極め
て有用である。その意
味でナショナルバイオリ
ソースプロジェクト事業
は、我が国の将来を左
右する非常に重要な事
業である。

1942

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27167
二酸化炭素
削減技術実
証試験事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

CO2貯留技術の実証を
図るために必要な事業
と考えます。ただ、概算
要求額の内訳にありま
す人件費を見ますと平
均時給が6,000円程度
であり、かなり高額に思
われます。高いといわ
れている大学教員の時
給と比較しても高額に
思われます。特殊な業
務だけに査定は難しい
ですが、同様な内訳を
他の施策でも表示する

事業そのものは積極的
に進めるべきだと思い
ますが、積算の根拠が
かなり高めに計算され
ているのではないかと
感じます。たまたま、こ
の事業では、内訳が出
ていたので、分かります
が、他の事業ではどう
いう積算になっているの
かが明確ではありませ
ん。同様に、比較される
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ことにより、より妥当な
金額が出るのではない
かと考えます。

ことが必要と思われま
す。

1943

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

本研究は核融合研究開
発を加速するだけでは
なく、関連基礎科学振
興ももたらす。幅広いア
プローチ活動とともに、
基盤を形成する基礎学
術の一層の強化を図り
つつ、着実に推進し、我
が国の国際的主導力を
高める事が必要であ
る。

本研究は、最先端科学
技術に関わる多くのチ
ャレンジをもたらし、そ
れらの解決によって、核
融合開発の実現のみな
らず、非平衡プラズマ科
学、非平衡プロセスによ
る物質創成、極限環境
下技術、等にブレイクス
ルーをもたらす。新しい
科学技術を切り開く牽
引力である。更に、幅広
いアプローチ活動では、
諸外国から大きな研究
投資が我が国になされ
るという新たな国際共
同研究を実現した価値
も大きい。そうした実績
を更に確実にする必要
がある。

1944

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

本プロジェクトは我が国
の将来にとって欠くべか
らずものである。

私は伝統発酵食品の振
興のために発酵微生物
の育種を行っているが
本プロジェクトが大変役
に立っている。日本の
伝統発酵業にも重要な
ものである。

1945
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20108
ＩＣＴグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

CO2を含む温室効果ガ
スの削減は人類全体の
課題となっている。 
これまでの個々のCO2
削減策ではその効果に
限界があり、社会また
はシステム全体として
削減手法が求められて
いる。 
ICTは社会またはシステ
ム全体の効率化を行う
とともに、そのCO2排出
削減に効果が期待でき
る。

CO2排出量は削減しや
すいセクターとそうでな
いセクターが存在する。
全セクターに一律に削
減を求めるのは経済的
に合理的とはいえず、
今後は削減コストの低
いセクターと削減コスト
の高いセクターの間で
削減量を融通する仕組
みは必須であり、その
仕組みの実現にはICT
は不可欠である。 

1946

大学・
公的
研究
機関 40～

文部
科学

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ

このまま
推進す

本プログラムは、世界と
伍することのできる気鋭
の若手研究者・技術者
を養成するために大学
院の博士後期課程の学
生を主として支援する
制度である。したがっ
て、財政状況によって
近視眼的なものとなるこ
となく、恒久的な支援が
強く望まれる。本プログ

我が国が科学技術立国
としての競争力を維持
していく上で優秀な研究
者・技術者を育成しづづ
けることが必要であるこ
とは言うまでもない。し
かし、わが国の大学院
は、他の先進諸国に比
べ、授業料は高額であ
り、研究スペースや使
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（独
法・公
設試
等）

49歳 省 ローバル
COEプログラ
ム

べき ラムの中断あるいは縮
小は、大学院生の退
学・休学あるいは連携
プログラムを実施してい
る海外協定校との関係
悪化などの問題を引き
起こす可能性がある。
何より将来の科学技術
立国としての基礎が揺
るぐことになる。

用できる研究費が限ら
れ、一流校であっても自
立して研究を十分に行
える状況にはない。した
がって、本プログラムを
打ち切れば、優秀な学
生が博士課程への進学
を断念、あるいは欧米
大学に流出する懸念が
ある。

1947

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25103

臨床応用基
盤研究・難
病・がん等の
疾患分野の
医療の実用
化研究

このまま
推進す
べき

日本の優れた基礎研究
の成果を、臨床応用す
るトランスレーションシ
ステムの構築を実現す
る本事業は、日本人の
健康を増進するに留ま
らず、新しい医薬品なら
びに医療機器や技術の
開発を介して、日本の
医薬産業の活性化をも
誘導する重要な事業で
ある。是非ともこれを推
進されんことを、強く要
望いたします。

日本の癌研究などの基
礎研究の質は高く、国
際的にも評価が高い
が、これを臨床に応用
する探索医療や治験の
システムが著しく遅れて
いる。この状況は、基礎
医学研究の臨床応用へ
のトランスレーションに
おいて、日本が後進国
になる危険性を孕んで
いる。これを早急に是
正しないと、海外出開発
された高価な医薬品や
医療機器を日本人が買
わされる状況を生み、
非常にもったいない状
況である。

1948

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点に
向けた基盤
研究技術開
発

このまま
推進す
べき

日本独自の光源の開発
と、次世代の若手人材
育成を推進する 
本プロジェクトは、日本
の科学の将来にとっ
て、 
極めて重要であり、この
まま推進するべきと考
えられる。 

光は、科学のあらゆる
分野において重要なツ
ールとして 
用いられている。日本
独自の光源を持つこと
は、 
科学の広い分野におい
て、国際的競争力の強
化に直結する。 
また、開発された技術
の発展や競争力の維持
も 
重要であるが、このプロ
ジェクトでは、 
若手人材の育成の推進
も行われており、 
今後の発展が楽しみで
ある。

1949

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ポスドク1万人計画の後
にテニュア教員が200人
とはアンバランス過ぎま
す。科学技術を担うの
は人です。もっと規模を
大きくして推進すべきだ
と思います。

200人では現状の過剰
ポスドクの問題を解決
するに至らないのが明
白なため。

大学・
JAMSTECの設立の目
的は地球・海洋の解明

私はJAMSTECの一員
であるが、内部から見
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1950

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24109

海洋研究開
発機構運営
費交付金「地
球環境変動
研究」

このまま
推進す
べき

とその利活用ということ
で、当面の利益を狙うも
のではなく、公共の利
益と将来の夢につなが
るものである。したがっ
て、大いに推進すべき
であると考える。

ても、中期計画に沿って
極めて順調に仕事をこ
なしている。行政独立法
人であるからといって、
一様に目の敵にするの
はまちがいであると思
う。

1951

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25104
第３次対がん
総合戦略研
究

このまま
推進す
べき

日本の優れた癌に関す
る基礎研究の成果を、
臨床応用するトランスレ
ーションシステムの構築
を実現する本事業は、
日本人の健康を増進す
るに留まらず、新しい医
薬品ならびに医療機器
や技術の開発を介し
て、日本の医薬産業の
活性化をも誘導する重
要な事業である。特に
癌抗原を利用した、癌
ワクチンの開発と臨床
応用については、是非
ともこれを推進されんこ
とを強く要望いたしま
す。

日本の癌基礎研究の質
は高く、国際的にも評価
が高いが、これを臨床
に応用する探索医療や
治験のシステムが著しく
遅れている。この状況
は、基礎医学研究の臨
床応用へのトランスレー
ションにおいて、日本が
後進国になる危険性を
孕んでいる。これを早急
に是正しないと、海外出
開発された高価な医薬
品や医療機器を日本人
が買わされる状況を生
み、非常にもったいない
状況である。

1952
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

今後の創薬やバイオ技
術をいかした商品化に
大変有用と考えます。 
開発加速をお願いいた
します。

NEDO特別講座や関連
書籍（「タンパク質計算
科学－基礎と創薬への
応用」）など大変参考に
なっております。

1953

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

～19
歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略-

このまま
推進す
べき

HTVやはやぶさは、日
本が行う宇宙開発のな
かでも最も世界が注目
するものであり、推進す
る以外の手はないと考
えます。また、降水レー
ダー等はいままでの対
外援助とはまた違った
形で、日本の強みを生
かした国際貢献ができ
る手段であると考えま
す。

HTV回収型の開発は将
来の有人飛行につなが
る技術を獲得する手段
として最も安価かつ確
実なものであり、先を見
据えた戦略には必要不
可欠であると考えます。
また、はやぶさやイカロ
スは今まで惑星探査に
ついて他国の後塵を拝
していた日本の惑星探
査をトップレベルに引き
上げるチャンスを作って
くれた機体であり、これ
らを発展させることで今
後の日本の地位をより
堅固かつ高いものとす
ることができると考えま
す。

1954

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

20～
29歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

簡便に、酵母株やプラ
スミドの提供を受けるこ
とが出来、研究に大変
役立っている。

近年は保有菌株や保有
プラスミドがますます充
実してきており、今後の
日本の生命科学分野を
支えていくだろうと感じ
ている。
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等）

1955

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム推
進事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

産学官連携体制構築に
よるクラスター形成を着
実に実現するため、現
在実施中の事業を継続
推進するべきである。

現在まで、各地域の特
色や地域大学等のシー
ズをもとに次世代に向
けた地域構想を策定
し、産学官連携による
研究開発が推進されて
いる。 
この推進体制を、自立
したマネジメント体制と
して確立し、技術開発
の円滑な推進によるク
ラスター形成を完結さ
せるためには、本施策
を優先的に継続実施す
ることが必要である。

1956
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略-

このまま
推進す
べき

世界に誇れる成果を上
げた「はやぶさ」計画を
是非推進して欲しい。
HTV回収型も将来の有
人宇宙船の布石として
進めて欲しい。

国際協力といっても自
前で技術を持っていな
ければ足元を見られ
る。

1957
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略- 【特別
枠該当施策】

このまま
推進す
べき

HTVの発展型開発は日
本の宇宙技術開発にと
って大きなブレークスル
ーになりえるので、是非
開発を。

宇宙からの試料の回収
には大きな制限があり、
その主役であるスペー
スシャトルの引退が近
い今、日本が宇宙開発
でイニシアティブを取る
好機である。

1958

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の科学研究費
は、学問の全分野にわ
たり研究者の発想に基
づく研究を格段に発展
させるという高い理想を
持って実施されている。
我が国の優秀な研究者
を支え、育成し、その成
果が我が国全体に還流
する施策である。この優
れた制度を一段と発展
させるべきである。

「研究者の発想に基づく
研究を格段に発展させ
る」という理想を実現す
るためふさわしい、専門
家による計画評価なら
びに成果に関するレビ
ューと吟味、を実現して
きており、信頼性と透明
性の高い制度になって
いる。若手から国際的
実力者迄、研究者の
様々なあり方にふさわ
しい補助の形も企画さ
れている。我が国の世
界的な研究者がこの基
金で育った数えきれな
い実績もある。将来も
次々に育ち、我が国国
民全体に成果が還流す
る。こうした理由から、こ
の施策を強く支持する。
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1959

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ターゲットタンパク研究
プログラムは、優れた
研究グループにより、世
界的にも最先端の重要
な研究を行っている。将
来の医学が発展するた
めの基礎となる成果が
期待されることから、継
続して推進するべきで
ある。

成果を挙げているグル
ープへの評価をしっかり
として、支援を継続する
べきだと思います。必要
な部分の見直しは、行
われるべきだとも思いま
す。

1960

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

人数を大幅に増加させ
て推進すべきだと思い
ます。 
現在、少なくとも自然科
学の分野では設備や人
材が特定の研究機関に
集中し、潜在能力を持
ちながらそれを活かす
ことなく研究者の道から
離れる人間が多いと感
じます。職にありつける
かどうか分からない状
況のポスドクの人数を
考慮し、32人から大幅
に枠を増やすべきで
す。

32人の枠を作ったところ
で、日本における研究
者の立場がアメリカなど
諸外国と同様なほど希
望が持てる状況になる
とはいえません。したが
って、この施策のコンセ
プトを実現するには数
百人規模の研究員を募
集する必要があると思
います。

1961

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

科学技術のブレイクス
ルーは、若い研究者の
イデアに起因するか、
研究者が若いときに身
につけた基本的理解を
育てる等の発展に依存
する事は、古今・洋の東
西をとわない。 
こうした若手育成のこの
事業は不可欠の寄与を
持ち、一段と協力に推
進すべきである。

既に分て研究者育成に
大きな実績を持つ制度
であり、ますます重要性
が増している制度であ
る。

1962

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎的な学術研究を支
援する文部科学省科学
研究費補助金の施策を
推進すべきです。

文部科学省科学研究費
は幅広い学問分野の研
究をサポートする競争
的資金としては最大規
模のものであり、国内
の第一線級の研究者の
ほとんどがこの研究費
制度を活用しています。
日本の学術的発展、特
に長期的かつ持続的な
発展の基礎を作る研究
費であり、イノベーショ
ンとブレークスルーをも
たらす種を作り出してい
ます。

日本の医学・生命科学
における基礎研究は国
際的にも通用するレベ
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1963

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25102

先端的基盤
開発研究お
よび難病・が
ん等の疾患
分野の医療
の実用化研
究

このまま
推進す
べき

日本のESおよびiPS細
胞に関する基礎研究
は、国際的にもレベル
が高いが、これを臨床
応用するためのシステ
ムの構築が、日本は米
国と比べて著しく遅れて
いる。本事業により、優
れたES/iPS細胞研究を
臨床医学にトランスレー
トするシステムが構築さ
れんことを、強く要望す
る。

ルが高いものが多い
が、これを臨床医学の
現場に応用するトランス
レーションのシステム構
築が非常に遅れてい
る。この状況は、基礎医
学研究の臨床応用への
トランスレーションにお
いて、日本が後進国に
なる危険性を孕んでい
る。これを早急に是正し
ないと、海外出開発され
た高価な医薬品や医療
機器を日本人が買わさ
れる状況を生み、基礎
医学の研究成果の有効
な活用が望まれる。

1964

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

農林
水産
省

26106

鳥インフルエ
ンザ、ＢＳＥ、
口蹄疫等の
効果的なリス
ク管理技術
の開発

このまま
推進す
べき

牛のBSE問題は、近
年、食の安全が叫ばれ
ている中、大きな食の
問題の軸となっている。
この問題のために、本
国も被害を受けたこと
は事実である。この問
題を解決することは、国
民ならびに世界各国の
人々から不安を取り除く
と考えるため、推進す
べきである。

BSE問題は、未だ不明
な点が多く、その不明で
ある点が国民に不安感
を抱かせていると考え
る。そこで、この問題を
解決するための、BSE
予防法、治療法を見出
すことは、必須である。

1965

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27009

密閉型植物
工場を活用し
た遺伝子組
換え植物も
のづくり実証
研究開発

このまま
推進す
べき

日本の植物科学が学術
レベルで世界でもトップ
クラスであるにも関わら
ず、その存在が軽んじ
られる理由は実用化へ
のルートが閉ざされて
いるためです。植物工
場を利用して遺伝子組
み換え作物の普及を早
急に進めていくべきだと
思います。

植物科学を生かすため
のブレイクスルーとなる
分野になると予想でき
るため。

1966

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

我が国のナショナルバ
イオリソースは非常に
充実しており、国内はも
とより国外からの利用
者は後を絶たない。そ
れは我が国の高い研究
水準によって蓄積され
た遺伝的試料が非常に
膨大にもかかわらず、
本プロジェクトによる管
理が行き届いているた
めである。今後、時間の
推移（教授の退官、ラボ
の解散）とともにこれら
の試料が紛失してしまう

本プロジェクトによって、
我が国が誇る膨大かつ
学術的価値の高い遺伝
的試料が、安全に管理
され、かつ迅速に運用
されている。これらのシ
ステムが崩壊した場
合、貴重な資源が失わ
れるおそれがあるばか
りでなく、研究者の日常
の雑用は飛躍的に増大
するであろう。また本シ
ステムの運用によって
諸外国に対する我が国
への信頼は増し、国際
間での研究協力の推進
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おそれがあったが、本
プロジェクトによってこ
の危険を回避している。
従って、本プロジェクの
継続を強く希望する。

に大きく貢献していると
考えられる。よって、本
プロジェクトの現在の品
質を落とさないよう継続
していく必要がある。

1967

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業が、我が国の学
術推進に不可欠ばかり
でなく、諸外国の科学
研究を支えることによ
り、日本が国際的に尊
敬される国になるため
に大いに貢献します。

２１世紀は、バイオの時
代と世界的に言われて
います。ナショナルバイ
オリソース事業は日本
のバイオ関連の科学と
企業に大きな恩恵をも
たらしてきました。また、
この事業は国際貢献も
してきました。よって、こ
の事業は発展拡大すべ
き事業です。

1968

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27147

基礎研究か
ら臨床研究
への橋渡し
促進技術開

このまま
推進す
べき

日本の優れた基礎研究
の成果を、臨床応用す
るトランスレーションシ
ステムの構築を実現す
る本事業は、日本人の
健康を増進するに留ま
らず、新しい医薬品なら
びに医療機器や技術の
開発を介して、日本の
医薬産業の活性化をも
誘導する重要な事業で
ある。是非ともこれを推
進されんことを、強く要
望いたします。 

日本の癌研究や
ES/iPS細胞研究などの
基礎研究の質は高く、
国際的にも評価が高い
が、これを臨床に応用
する探索医療や治験の
システムが著しく遅れて
いる。この状況は、基礎
医学研究の臨床応用へ
のトランスレーションに
おいて、日本が後進国
になる危険性を孕んで
いる。これを早急に是
正しないと、海外出開発
された高価な医薬品や
医療機器を日本人が買
わされる状況を生み、
基礎研究の成果の有効
活用に関して、非常にも
ったいない状況にある。 

1969

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

本施策の一つである「タ
ーゲットタンパク質研究
プログラム」は成果を出
すことが困難な蛋白質
の研究に焦点を置いて
推進されている。その
結果、新聞やテレビで
報道されるような成果
が多数報告されてい
る。また、地味ではある
が、世界的に注目され、
その分野を学術的に先
導する成果も得られて
いる。したがって、最終
年度である23年度には
特に重点的に予算を配
分すれば、更なる成果
を出す可能性があり、
期待したい。基礎研究
は応用研究を進めてい

困難であるが学術的に
重要な基礎研究を行っ
ていくことで、全く予想
のできなかった応用に
つながった例はたくさん
ある。「ターゲットタンパ
ク質研究プログラム」で
行われた、チトクロム酸
化酵素の高分解能構造
解析により、細菌とほ乳
類で構造的違いが発見
されたと新聞で報道さ
れていた。その発見に
より創薬の可能性が生
まれたことからタンパク
質の基礎研究は重要で
ある。このような理由に
より、本施策は学術的
な面だけでなく応用面
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く上でも重要であり、推
進することが日本のた
めに重要であると考え
ている。

での貢献も期待できる
ので、このまま推進して
ほしい。

1970

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

農家や農家に直接関わ
る指導機関のニーズに
応じ、現場の課題解決
に直結する研究を行う
ことができる事業であ
り、地域農業の推進や
産地の活性化を図る上
で必要な事業である。 
23年度要求額は前年を
大幅に下回っている
が、少なくとも要求と同
額の予算確保を、特に
継続課題については早
期の課題解決に向けて
大幅な減額とならない
ようお願いしたい。

地方の公設試は地域の
多様なニーズを抱えて
いるが、予算面、人材
面で縮小傾向にある。
この中で、秀でた技術を
持つ機関が集まり共同
研究グループを構成す
ることで、迅速な課題解
決や成果の普及が期待
できる。

1971
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創世型研究
開発

このまま
推進す
べき

 信号遅延が数百ミリ
秒以下のネットワーク型
BMI技術は、自動車用
インタフェースへの応用
が期待できるため、是
非とも研究を推進して
頂きたい。このネットワ
ーク型BMI技術を自動
車の自動制御技術と融
合すれば、誰でも、安全
かつ自由な空間移動が
可能となり、特に高齢者
の自立、社会参加に大
きく貢献すると考えられ
る。自動車用インタフェ
ースへの応用のために
は、信号遅延の課題の
他に、四肢の運動では
なく、運動の意図を符号
化することが主要課題
になると考えられる。 

 特に地方地域では、
自動車は生活の足であ
り、自立した社会生活
の基盤である。然るに、
高齢者は、運転に必要
な認知・運動能力が衰
え、早晩、運転を諦めざ
るを得なくなる。自動車
会社では、安全運行の
ための自動制御技術を
鋭意開発しており、高齢
者の認知能力低下の補
完も視野に入れてい
る。しかし、自動車の運
行主体はあくまでも運
転者であり、運転者の
入力が必須である。ネッ
トワーク型BMI技術は、
運転者の意図を自動車
に伝達する有望なイン
タフェースであり、運動
能力が衰えた高齢者に
も有効と考えられる。自
動車用のインタフェース
として、信号遅延は身
体反応並みの数百ミリ
秒以下が必要である。
また、アクセルとブレー
キの踏み間違えの例に
もあるように、四肢の運
動と運動の意図が乖離
する場合もあるため、接
近・回避等の運動の意
図を符号化することが
求められる。 

ライフサイエンス研究に
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1972

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

不可欠な生物材料の維
持事業は推進して当然
である。日本が持つ生
物や遺伝子資源を確保
しておくのは、研究のみ
ならず国益の観点か
ら、資金を投入すべきで
ある。リソースの維持と
研究機関への譲渡を事
業の基本とするので、
必ずしも直接的な社会
還元をできるわけでは
なく、事業の性質上、避
けられない。この点にお
いて、施策の評価を下
げるべきではない。

バイオリソースは文字
通り、日本の資源であ
る。これらを維持管理す
ることは国益に添う者で
ある。特に植物材料の
数は多く、今後も必要に
なると思われる。日本に
は資源がないと思われ
がちであるが、多彩な
気候を持つ土地柄、生
物の多様性は高い。日
本が国策として、バイオ
リソースを増やすことを
推進してほしい。

1973

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

本事業は拡大発展させ
るべきものである。特に
サービスの向上のため
に、修士以上の学歴を
もつ専門知識があるス
タッフの増員が妥当で
ある。

本事業は日本国全体の
科学教育の質の向上に
必要不可欠であるか
ら。

1974

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

事業規模の自然増も含
めて現在の事業内容を
維持できるようにするこ
とは、我が国のバイオ
関連の研究の将来にと
って重要であるという意
見です。

論文発表後は関連のリ
ソースはすべての研究
者にオープンであるべ
きですが、実際には入
手が困難であったり、長
期間の保管への配慮が
足りないなどの問題が
頻繁に起こります。当該
プロジェクトによって第
三者機関により保管・分
譲されるというシステム
が確立して以降、菌株
の取得が格段にスムー
スになり、研究の自由
度が向上していると感じ
ています。当該プロジェ
クトが継続・拡大するこ
とは我が国の研究の効
率化に役立つと思いま
す。

1975 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

20～
29歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

地域企業と大学・研究
機関の連携を強め、研
究開発力を強化するこ
とが必要である。また、
事業化を目的に、研究
分野の支援のみでな
く、大学・研究機関に不
足しがちな知財・市場調

従来の研究開発型プロ
ジェクトでは、大学のシ
ーズ育成と学術的な成
果に注力されがちであ
る。自立型クラスター形
成のためには、地域企
業に技術移転を行い、
事業化のため研究シー
ズでは不十分な実用化
支援が不可欠である。
シーズから製品化まで
の間に対する経済的・
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等） 査、実用化への開発支
援等が必要である。

人的支援が不十分であ
ると、クラスター形成が
行われず、プロジェクト
終了時点で解散され成
果が残らない可能性が
ある。

1976

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27148
幹細胞産業
応用促進基
盤技術開発

このまま
推進す
べき

日本のESおよびiPS細
胞に関する基礎研究
は、国際的にもレベル
が高いが、これを臨床
応用するためのシステ
ムの構築が、日本は米
国と比べて著しく遅れて
いる。本事業により、優
れたES/iPS細胞研究を
臨床医学にトランスレー
トするシステムが構築さ
れんことを、強く要望す
る。

日本で優れた研究成果
を上げているESおよび
iPS細胞に関する基礎
研究について、ES/iPS
細胞から文化誘導した
細胞や組織を用いて、
医薬品開発の際のツー
ルにしたり、再生医療に
応用する研究は国民の
健康の増進を促すに留
まらず、先進的な医薬
品や医療機器の開発を
可能とし、日本経済の
活性化をも、もたらす重
要なプロジェクトにであ
る。

1977

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

推進す
べきでは
ない

不平等です。男性が育
児をしてノーリスクで復
帰できる制度が整って
いない状況で、女性に
だけ特権を与えるべき
ではありません。その
上、女性研究者の占め
る割合を数字で掲げる
ことに非常に違和感を
感じます。数値目標の
達成のために、たいし
た能力もない女性研究
者が実績を積み上げた
男性研究者の就くポス
トを奪うという状況が起
こる可能性すらありま
す。また「女性の持つ優
れた潜在能力」があまり
に曖昧なものであるの
で、男女平等な制度の
ために予算を回すべき
だと思います。

他の人材強化の施策と
比べて、達成したときに
見込まれるものが全く
みえてこないため。政治
的名理由で女性票を獲
得したいがための施策
に見えるため、科学技
術の発展を考えると排
除すべき施策であると
考えられる。

1978
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は日
本におけるあらゆる研
究の最低ライフラインの
基盤研究費であり、研
究の原則とも言える
個々の研究者のオリジ
ナリティーを発揮し発展
させ、イノベーションの
基盤を作る研究費であ
り、さらにいっそうの研
究費の増大と強化を必
要とする。

経済大国として立場を
失ったこの日本が、科
学技術立国として国威
を保ち続けるためには、
個々の研究者が自らの
オリジナリティーで研究
を推進する根底的な研
究費である科学研究費
補助金は必須なもので
あるため。
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1979

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

事業仕分けの際に、厚
生労働省との連携が不
十分であるとの指摘が
あったが、厚生労働省
との関連では、国立国
際医療研究センター
が、本研究プロジェクト
に、第一期より、参加し
て、成果を上げている。
この点は、もっと強調さ
れてしかるべきと考え
る。感染症研究所は、
主に病原体に関わる研
究を実施しており、重要
な役割を果たしている
が、実際に、国際感染
症が発生する現場での
情報収集や、アウトブレ
ーク発生時に、感染症
の診断、治療、予防に
関する最善の方法を検
討することは、感染症研
究所で実施されている
基礎系研究のみでは、
カバーできない領域で
ある。しかるに、感染症
の臨床研究、疫学研究
の分野には、十分に人
材が育成されておら
ず、わが国の医療政策
上の弱点でもある。

国立国際医療研究セン
ターは、独立行政法人
としての使命を「感染症
その他の疾患に係る医
療並びに医療に係る国
際協力に関し、調査、研
究及び技術の開発並び
にこれらの業務に密接
に関連する医療の提
供、技術者の研修等を
行うことにより、国の医
療政策として、感染症そ
の他の疾患に関する高
度かつ専門的な医療、
医療に係る国際協力等
の向上を図り、もって公
衆衛生の向上及び増進
に寄与することを目的と
する」と掲げており、こ
のようなプログラムを通
じて、人材を育成し、国
民に対して、なお一層、
その使命を果たすこと
が求められる。

1980

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

海外の先行的感染症研
究ネットワークとの提携
も視野に入れつつ、我
が国研究ポテンシャル
の一層の向上に向け
て、長期的な取り組み
体制を確立することが
大切である。海外拠点
構築フェーズから研究
の本格的取り組みに進
化した本プログラム予
算は十分に確保される
べきである。

感染症は海外から我が
国への伝搬、我が国企
業の途上国進出などの
側面から対岸の火事で
はない。感染症が現に
発生したり、それが予想
される地域に我が国研
究者が屯田兵のように
常駐して、生の情報収
集や、基礎的知見の拡
充、研究人材の育成を
図るための取り組み
は、世界貢献とともに国
防の意識を持って安定
的かつ長期的に継続す
る必要がある。

1981

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

速やかな予算措置が望
ましい。また研究開発を
支える基礎研究分野も
支援することが望まし
い。

高齢化の進む我が国に
おいてBMI技術の開発
と発展は急務であり、研
究の進展によって国民
が享受する利益も大き
いため。また、イノベー
ション創成研究開発
は、多様な基礎研究の
成果に支えられるべき
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等） 課題であることから、基
礎的な研究分野にも予
算を投入することが望
ましいと考えるため。

1982

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

～19
歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

タンパク質の解析研究
は基礎。

タンパク質の解析研究
によって生命の解明、
医学、薬学、産業への
利用が期待できるから

1983
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

行き詰まり感がある国
内のエレクトロニクス及
び関連産業の国際競争
力回復の為、国が主導
となり次世代印刷エレク
トロニクス材料・プロセ
ス基盤技術開発の推進
が絶対不可欠である。
従って、プロジェクトとし
て国がイニシアチブをと
って開発を進めるべき
である。また、その成果
を活かす企業側は、真
の国際競争力を付ける
為、企業統合を真剣に
考える段階に来ている
のでは無いかと思う。

結局、利潤追求が必要
な民間企業にall japanと
理想論だけ言っても企
業存続や企業間の利害
関係があるため、企業
集合で上手くプロジェク
トの目的を遂行できると
は思えない。従って、国
主導による国営研究・
実証企業をつくり、そこ
で27006とこの27007を
統合した形で進める覚
悟が国には必要であ
る。従って、国主導と書
いた。また、これが実現
すれば新たな雇用創成
にも繋がる上に、志の
高い有志を集めること
で、有用なPJになるの
ではないか？

1984

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

DC1を採択された学生
の多くが、その後の3年
間をただただ気楽に過
ごしている現状を見て
います。博士課程に入
っていない段階で研究
者としての素質を評価
すること事態が異常な
制度です。DC1の採択
率を大幅に下げ、その
分をDC2, PDの採用人
数の増加に回すべきだ
と思います。わが国の
研究レベルを向上させ
るためには最も重要な
施策の一つであり、そ
の方向性を修正して、
なんとしても推進すべき
だと思います。

特別研究員に採択され
た人は他の学生と比べ
てアカデミックで多く活
躍しているというデータ
は見ますが、DC1とそれ
以外を分けた統計もと
るべきだと思います。
DC1の多くは予算の無
駄遣いになってると思
います。

電子産業・素材産業に
おけるエレクトロニクス
機器製造エネルギーの
削減及び素材製造時の
省資源化としての貢
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1985
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

献、また落としても壊れ
ない大型軽量情報端末
機器の開発による電子
産業における新たな市
場創出の観点から貢献
できる、室温大気下加
工技術としての印刷デ
バイス製造技術の確立
が、CO２排出量削減効
果、及び新市場創出、
新雇用創出を推進する
上で重要な施策にな
る。

電子産業・素材産業の
市場を見る限り、諸外
国と比べても開発にか
けている予算が少な
い。このようなプロジェ
クトに予算をかけ技術
開発のレベルを上げる
必要がある。

1986

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

iPS 細胞の開発は日本
発の世界に誇れる成果
であり、発生・再生の分
野において日本は世界
を主導できる立場にあ
る。しかしながら最も競
争の激しい分野である
ため、予算を確保し、中
心となる研究センターを
整備してより一層集中
的に取り組まなけれ
ば、日本発の成果もア
ッと言う間に立ち遅れて
しまう。臨床に近い分野
のみならず、その基本と
なる基礎研究も推進し
て成果を上げてきた本
事業は是非継続すべき
であると考える。

日本が科学技術立国を
目指すのであれば、優
秀な研究者が集まって
腰を据えて研究できる
環境が必要である。世
界的にも評価される成
果を上げてきた発生・再
生総合研究事業は、ま
さにそのような日本の
研究拠点一つであり、
今後も継続される事が
望まれる。さらに、研究
者がより安定した生活
の中で研究に集中でき
るようさらに改善される
べきである。

1987

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26102

気候変動に
対応した循
環型食料生
産等の確立
のための技
術開発

このまま
推進す
べき

肥料資源の枯渇が危ぶ
まれている中で、低投
入・循環型農業の実現
は今後の農業の維持、
ひいては将来の食料確
保に向けて必要不可欠
である。また、地球温暖
化の防止に向けて、農
業分野における温室効
果ガスの排出量削減・
吸収機能向上が求めら
れていることから、これ
らの課題を解決するた
めの技術を確立する本
事業については、最大
限の予算確保をお願い
したい。

本事業は地球温暖化防
止や循環型農業の実現
に向けた課題に対応で
きる内容であり、本県に
おける環境保全型農業
の更なる推進などの現
場ニーズに直結してお
り、その成果の普及が
大いに期待される。 
また、予算面、人材面で
縮小傾向にある中で、
本事業の特徴であるコ
ンソーシアムの形成に
より、参画機関がそれ
ぞれに所有する秀でた
技術を持ち寄り補完す
ることで、目標達成の加
速化や成果の迅速な普
及が期待できる。

大学・
公的

大学等が持続的な成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある既存建物の改
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1988

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化すること。ま
た、大学附属病院にお
いては質の高い医療を
提供するためにも、本
事業は極めて重要であ
る。

善、高度化・多様化する
教育研究活動に必要な
新たなスペースの確
保。また、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行うことは、国民にと
って有益なことである。

1989

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

要求通りの予算措置を
希望します。

物理学・化学・生物学の
成果を統合しが新たな
技術が生まれる可能性
が極めて高く、パラダイ
ムシフトが実現すれば
間違いなくICT分野で世
界をリードできることが
期待されるため。また、
この研究開発が進めら
れることが端緒となって
他の研究開発分野にお
いても積極的な学問的
融合が進むことも期待
できるなど波及効果が
大きいため。

1990

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

大強度陽子加速器施設
J-PARCは、原子核、素
粒子の研究から物性物
理に渡る広い学問領域
に渡り大きな成果を出
しうる世界に誇るべき研
究施設である。加速器
本体が出来たにも関わ
らず予算不足によりビ
ームエネルギーが制限
され、また、ビームライ
ン、検出器の整備が遅
れているのは極めても
ったいない状況である。
積極的に予算を増強し
計画を強力に推進すべ
きと考える。

J-PARC、特にハドロン
ホールこの２０年間に渡
り世界中で議論されて
きたＫ中間子工場を具
現化した物であり、原子
核、素粒子研究者の夢
の施設である。現在、加
速器の最終調整、ビー
ムラインの整備、共同
利用研究を並列して行
っているが施設増強用
の予算が十分とは言い
難い。大強度陽子加速
器はアメリカを始めとす
る海外にも建設されて
いるが、Ｋ中間子工場と
しての研究施設は日本
が世界をリードするスト
レンジネス物理に貢献
する日本独特の研究施
設である。この領域に
おける日本の学問的リ
ードを保つためにも、積
極的な予算を投入した
上で、早急な整備、研
究のサポートが必要で
ある。

プリンテッドエレクトロニ
クス分野は、世界的な
注目技術分野であり世
界間での競争も非常に
激しい。電子デバイス
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1991
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

このまま強力に推進す
べきと考える。

分野で特に日本とライ
バル関係にある、韓
国、台湾等は国家の強
力な後押しと資本投下
のもとで強力に研究開
発を進めており、実績も
出始めている。本技術
は、様々な材料技術、
プロセス技術、装置と広
範囲な研究開発が必要
なため、様々な企業や
研究機関が共同して研
究開発をしなければ事
業化は難しいが、日本
ではその体制が無いた
めに、個々の企業が持
つ優秀な技術が生かせ
ていない。従来より、印
刷技術、印刷設備に関
する国際競争力は日本
とドイツが有しており、
電子デバイス開発力も
高い日本が技術開発上
は１番有利な立場であ
るはずだが、このまま行
くと日本企業の技術も
アジア勢に買われると
いう恐れが高い（日本で
は使い道がない）。集中
的な研究費の投下のも
と、官民一体となった研
究開発を行う土壌が日
本にない現状から脱却
し、非常に大きな市場と
なる印刷エレクトロニク
ス分野で日本が主導権
を握るために非常に重
要な事業であると考え
る。

1992

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】）

このまま
推進す
べき

新産業創出の礎となる
技術を創出するため、
の産学が一体となった
コンソーシアムであり、
将来の日本の新産業創
出に欠かせない施策で
あり継続すべきである。

5年以上の期間を掛け
て育てる物であり、他に
類が無く、大変重要で
あるから。

1993
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

CO2を含む温室効果ガ
スの削減は大きな課題
であるが、これまでの
個々のCO2削減策では
その効果に限界があ
り、社会またはシステム
全体として削減が求め
られている。 
ICTは社会またはシステ

運輸部門はCO2排出が
多いが、その削減には
個々の乗用車やトラック
の排出削減だけでなく、
カーシェアリングや共同
物流などを通じた車両
運行そのものの最適化
が必要であり、それの
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ム全体の効率化を行う
とともに、そのCO2排出
削減に効果が期待でき
る。

実現にはICTは不可欠
である。

1994

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

「ターゲットタンパク質研
究プログラム」は「困難
ではあるが重要なタン
パク質の研究」に焦点
をしぼって推進されてお
り、新聞に報道されるよ
うな成果がいくつも発表
されている。一方、地味
ではありますが、国際
的に注目され、その分
野を学術的に先導する
ような成果も続々と報告
されています。従って、
最終年度である23年に
は特に重点的な予算配
分が必要であります。
本年度より減額された
23年度予算要求額がさ
らに減額されることは絶
対になされるべきでは
ないと考えます。

困難ではありますが、
学術的に重要な研究を
高度に推進することに
より、全く予想のできな
かった応用の可能性が
発見された例は無数に
存在します。「ターゲット
タンパク質研究プログラ
ム」で、最近、チトクロム
c酸化酵素の高分解能
解析によって細菌とほ
乳動物に重要な構造的
相違点が発見され、そ
れから、創薬の可能性
が生まれていることも良
い例です。このように、
本プログラムは学術的
進歩に大きく貢献する
だけではなく、革新的に
新規な応用への貢献も
期待できます。

1995
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

「ターゲットタンパク質研
究プログラム」は「困難
ではあるが重要なタン
パク質の研究」に焦点
をしぼって推進されてお
り、新聞に報道されるよ
うな成果がいくつも発表
されている。一方、地味
だけれでも、国際的に
注目され、その分野を
学術的に先導するよう
な成果も続々と報告さ
れている。従って、最終
年度である23年には特
に重点的な予算配分が
必要である。本年度より
減額された23年度予算
要求額がさらに減額さ
れることは絶対になされ
るべきではない。

困難ではありますが、
学術的に重要な研究を
高度に推進することに
より、全く予想のできな
かった応用の可能性が
発見された例は無数に
存在する。「ターゲットタ
ンパク質研究プログラ
ム」で、最近、チトクロム
c酸化酵素の高分解能
解析によって細菌とほ
乳動物に重要な構造的
相違点が発見され、そ
れから、創薬の可能性
が生まれていることも良
い例である。このよう
に、本プログラムは学
術的進歩に大きく貢献
するだけではなく、革新
的に新規な応用への貢
献も期待できる。

1996

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医化学
研究事業

このまま
推進す
べき

今後もこの事業はぜひ
推進していただきたい。

この事業では、数多くの
疾患関連遺伝子を同定
してきており、医学の発
展に多大な貢献を行っ
ている。また、その研究
レベルは世界をリードし
ており、日本が世界に
誇れる領域となってい
る。理研を中心とした科
学研究は、近年の日本
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における成功事業の一
つであると言える。

1997

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

推進す
べきでは
ない

比較的少額の施策であ
り、予算に余裕のあると
きであれば、面白い試
みだと思われますが、
現状、教員の削減が進
むなか、５億円の支出
で３２名しか採用でき
ず、事務経費が２億円
もかかることは、事業と
して、果たして妥当かと
思われます。理解が不
足しているのかもしれま
せんが、その予算があ
れば、少しでも運営交
付金の増額に使われる
べきと考えます。

特別奨励金に対して、
事務経費の割合がきわ
めて大きく、不適切と考
えます。

1998

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

本政策のうち『ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム』は『困難ではある
が重要なタンパク質の
研究』に焦点を絞って推
進されており、世界的に
も注目される成果をいく
つもあげている。日本
が世界に誇る研究もす
すめられている。そのた
め、本年度より減額され
た23年度予算要求額が
さらに減額されることは
絶対になされるべきで
はない。

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、全
く予想のできなかった応
用の可能性が発見され
た例は無数にある。本
プログラムは学術進歩
に大きく貢献するだけで
なく革新的に新規な応
用への貢献も期待でき
る。

1999

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

酵母菌のバイオリソー
スを実際に利用してい
る者として、現行のま
ま、もしくはより豊かな
予算措置を希望しま
す。

酵母のバイオリソース
はすでに世界最大規模
の検体数を誇り、研究
への貢献の度合いはす
でに計り知れないもの
になっています。有償と
はいえ非常に安価に質
の高いリソースを提供し
てもらえますし、リクエス
トに対して対応も早く、
研究者にとってなくては
ならないものとなってい
ます。酵母に限らず、バ
イオリソースは、世界に
とってまさしく宝物です。

大学・
公的

HTVの開発運用につい
て、施策番号24168、施
策名、我が国の宇宙技
術の世界展開と重複が
ある。限られた研究予
算は有効に使われるべ
きである。また、不況に
苦しむ経済状況の中、

宇宙ステーションの成
功は夢があってよいと
思うが、昨今の経済状
況を考慮すると、優先
課題ではない。また、国
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2000

研究
機関
（独
法・公
設試
等） 30～

39歳

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

推進す
べきでは
ない

国際協力とはいえ、宇
宙ステーションへの投
資を求める国民がいる
とは思えない。低炭素
社会の実現や高齢化社
会に向けた取り組みに
優先的に投資すべきで
ある。宇宙飛行の骨量
減少に対する初の薬剤
投与実験を行ったとあ
るが、少なくとも医療面
への貢献は少ない。

内の民間企業への波及
効果も小さい。日本独
力で宇宙飛行士をステ
ーションに運び込めな
い現状では、当分野で
の日本の役割は小さい
と言わざるを得ない。創
薬など、地上でやれば
よいことをわざわざ宇宙
でする必要性はない。
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